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第１章　職業能力開発制度

１　職業能力開発制度の変遷

（１）職業訓練の発足
　わが国の職業訓練制度は、昭和22年10月に制定された労働基準法に基づく企業内の技
能者養成制度と、同年12月に制定された職業安定法に基づき、失業対策を目的として公
共機関が行う職業補導事業の２つの体系によって発足した。

（２）職業訓練法の制定
　経済成長の高度化とともに熟練した技能者の養成と、技能者の社会的・経済的地位の
向上を図る必要から、昭和33年７月に職業訓練法（旧法）が施行され、従来の２系統を
統一し、公共職業訓練・事業内職業訓練および技能検定の３つを柱とする現在の職業訓
練制度の基盤が築かれた。
　しかしながら、その後の高度経済成長下における本格的な労働者不足、新規学卒就職
者の学歴構成の変化、技術革新の進展による技能の多様化などの諸情勢は、職業訓練体
系の大幅な変革を促すこととなった。
　このため、昭和44年10月に職業訓練法（旧法）を廃止し、生涯職業訓練の推進等を掲
げた新たな職業訓練法（新法）が施行された。

（３）職業訓練法の改正
　昭和40年代後半からの経済成長の著しい変容は、雇用情勢および産業構造に大きな変
化をもたらし、職業訓練制度もこれに対応した新たな役割を果たすことが求められるよ
うになり、昭和53年５月に同法の一部改正が行われた。
　この改正では、技能者または技能者になろうとする人々に対し、職業に必要な知識や
技能を習得させるため職業訓練を計画的・体系的に行うことはもちろん、労働者の職業
生活の全期間を通じて必要なときに適切な職業訓練を受けることができるよう生涯職業
訓練の理念を明らかにし、民間と国および都道府県が一体となった幅広い機動的な職業
訓練の実施体制の確立と推進が図られた。

（４）職業能力開発促進法の施行
　技術革新の進展、高齢化社会への移行、サービス経済化の進行など、職業訓練を取り
巻く環境条件の変化に対応して従来の制度を発展させるため、従来の「職業訓練法」を
「職業能力開発促進法」に改め、職業生活の全期間にわたる労働者の職業能力の開発お
よび向上について総合的かつ計画的に促進することができる体制を確立することを内容
とした法律改正が行われ、昭和60年10月に施行された。
　この改正では、次のことを目的として、生涯職業能力開発を統合的に推進する枠組み
の整備がされた。
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①　業務の遂行の過程内において行われる教育訓練（ＯＪＴ）や企業外の教育訓練施
設に派遣して行われる教育訓練（Ｏｆｆ－ＪＴ）、労働者の自己啓発のための有給
教育訓練休暇の付与等も職業能力開発の一環とし、事業主等による職業能力開発を
生涯職業能力開発の基礎として重視する。

②　公共職業訓練施設における職業訓練を地域のニーズ等に適合して弾力的に実施す
ることや他の教育訓練施設の活用を拡大する。

（５）職業能力開発促進法の改正
　①　平成４年の法改正

　若年労働力の減少等労働力供給の変化、技能ばなれの風潮の強まり等の中で、職
業能力開発の一層の促進を図るため、公共部門の教育訓練体制の整備充実による高
度で多様な職業能力開発機会の提供、技能を尊重する気運を醸成するための技能の
振興施策の推進等を内容とする一部改正が行われ平成５年４月に施行された。

　②　平成９年の法改正
　急激な産業構造の変化の中で、製品等の高付加価値化や新分野展開等、事業活動
の高度化に対応しうる高度で多様な人材の育成が急務となっているとともに、高度
化する業務を遂行するには、創造性の発揮のような労働者個人に依存する職業能力
が求められること等により個人の自発的な職業能力開発の取組みが重要となってい
ることから、公共職業訓練の高度化を図るための体制整備、および個人主導による
職業能力開発の取組みを支援することを内容とする一部改正が行われ、労働者の自
発的な職業能力開発の促進については平成９年７月に、公共職業訓練の高度化に係
る部分については平成11年４月に施行された。
　この改正では、

ア　公共職業訓練の高度化のための体制整備として、職業能力開発短期大学校で
行っている高度職業訓練（専門課程、専門短期課程）に加え、専門的かつ応用
的な職業能力を開発・向上させるための長期間の高度職業訓練を行う施設を
「職業能力開発大学校」とし、現在の職業能力開発大学校は、職業訓練指導員
の養成、職業能力の開発・向上に関する調査・研究に加え、公共職業能力開発
施設等における円滑な職業訓練の実施に資する先導的・中核的な職業訓練を行
う等、職業能力の開発・向上の促進に資するための業務を総合的に行う職業能
力開発総合大学校とする。

イ　労働者の自発的な職業能力開発の促進として、職業能力の開発および向上の
促進は、労働者の自発的な職業能力の開発および向上のための努力を助長する
ように配慮しつつ行われることを法の基本理念に追加するとともに、労働者に
対し相談援助や長期教育訓練休暇の付与など自発的な職業能力開発のための援
助を事業主の措置として位置づけ、そのような環境整備を行う事業主等に対す
る国の助成等を講ずる。
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などを内容とし、これに基づき、高度職業訓練の訓練課程の新設（応用課程、応用
短期課程）や雇用促進事業団による職業能力開発大学校の新設（既存の職業能力開
発短期大学校のブロック別統合）等が行われた。

③　平成11年の法改正
　平成10年５月に閣議決定された地方分権推進計画で定められた内容に則り、地方
分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律において、職業能力開発促
進法および雇用保険法の関係規定の一部改正が行われ平成12年４月に施行された。
　この改正では、機関委任事務の廃止に伴う都道府県が行う事務の見直し、都道府
県職業能力開発短期大学校等の設置に係る国の認可の見直し、都道府県職業能力開
発審議会の必置規定の見直し、および都道府県が徴収する手数料についての規定整
備が行われた。

④　平成13年の法改正
　労働者の職業生活の設計に即した自発的な職業能力開発を促進するため、関係者
の責務および事業主が必要に応じて講ずる措置を定めるとともに、技能検定試験に
関する業務を行わせることができる民間試験機関の範囲および当該民間試験機関に
行わせることができる業務の範囲の拡大を通じて、職業能力評価制度を整備するこ
とを内容とする一部改正が平成13年10月に施行された。

⑤　平成18年の法改正
　若年失業者の増加や団塊世代の引退に伴い、技能継承が課題であることから、若
者に実践的な職業能力を取得させ、現場を支える人材として育成していくため「実
習併用職業訓練制度」が創設された。
　また、事業主がその雇用する労働者の職業生活設計に即した自発的な職業能力の
開発を促進するために必要に応じて講じる措置として、「再就職準備休暇の付与」
「勤務時間短縮措置」等が追加された。さらに都道府県に置く審議会等の必置規定
について任意設置とされた。

⑥　平成23年の法改正
　地域の自主性および自立性を高めるための改革の推進に取り組むため、地域主権
戦略大綱を踏まえ、地方公共団体に対する義務付けを規定している関係法律の改正
が行われることとなった。これに伴い、都道府県職業能力開発計画の策定などが努
力義務化、例示化され、また、公共職業能力開発施設の設置や都道府県知事による
職業訓練の認定について、事前承認が廃止されることになった。さらに、職業訓練
の基準、職業訓練を受ける求職者に対する措置、職業訓練指導員資格については、
条例で定めることとされた。

２　職業訓練の体系

　職業能力開発促進法に基づく職業訓練は、公共職業能力開発施設および認定職業能力
開発施設で行われる「職業訓練」と職業能力開発総合大学校等で実施される「指導員訓
練」に大別される。
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　さらに、「職業訓練」は習得させようとする技能および知識の「程度」と「期間」と
によって「普通職業訓練」および「高度職業訓練」ならびに「長期間」および「短期間」
に区分されている。

（１）職業訓練
　①　普通職業訓練

　主として新たに技能労働者になろうとする新規学校卒業者（高卒者または中卒
者）等の若年者に対して、将来多様な技能、知識を有する労働者となるために必要
な技能、知識を習得させるための長期間の訓練課程である普通課程と、在職労働者、
高齢者、パートタイム労働を希望する者、離転職者および技能検定受検を目的とす
る者等に対して、職業に必要な技能（高度の技能を除く）、知識を習得させるため
の短期間の訓練課程である短期課程に区分される。

　②　高度職業訓練
ア　長期間の訓練課程

　主として新たに高度技能労働者になろうとする新規学校卒業者（高卒者）等の
若年者に対して、将来職業に必要な高度の技能、知識を有する労働者となるため
に必要な技能、知識を習得させるための専門課程と、専門課程を修了した者等に
対して、さらに専門的かつ応用的な技能、知識を習得させるための応用課程とに
区分される。

イ　短期間の訓練課程
　在職労働者等に対して、職業に必要な高度の技能、知識を習得させるための専
門短期課程と、さらに専門的かつ応用的な技能、知識を習得させるための応用短
期課程とに区分される。

（２）指導員訓練
　指導員訓練は、職業訓練指導員になろうとする人または職業訓練指導員に対して、
必要な技能を付与することによって、職業訓練指導員を養成し、またはその能力を向
上させるための訓練であり、長期課程、専門課程、研究課程、応用研究課程および研
修課程に区分される。
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職　業　訓　練　の　体　系
訓練の種類 訓練課程 受講資格者（対象者） 職業能力開発施設

職　
　
　

業　
　
　

訓　
　
　

練

普
通
職
業
訓
練

長期間の課程 普 通 課 程 中学校もしくは高等学校を卒業
した者 等

職業能力開発校
障害者職業能力開発校

短期間の課程 短 期 課 程

在職労働者
高　齢　者
パートタイム労働を希望する者
離　転　職　者
技能検定受検を目的とする者 等

職業能力開発校
職業能力開発促進センター
障害者職業能力開発校
職業能力開発短期大学校
職業能力開発大学校

高　

度　

職　

業　

訓　

練

長期間の課程

専 門 課 程 高等学校を卒業した者 等

職業能力開発短期大学校
職業能力開発大学校
障害者職業能力開発校
職業能力開発総合大学校

応 用 課 程 専門課程を修了した者 等
職業能力開発大学校
障害者職業能力開発校
職業能力開発総合大学校

短期間の課程

専門短期課程 在職労働者 等

職業能力開発短期大学校
職業能力開発大学校
職業能力開発促進センター
障害者職業能力開発校
職業能力開発総合大学校

応用短期課程 在職労働者 等
職業能力開発大学校
障害者職業能力開発施設
職業能力開発総合大学校

指　導　員　訓　練

長 期 課 程 高等学校を卒業した者 等

職業能力開発総合大学校

専 門 課 程

職業訓練指導員免許を受けた者
または二級技能検定に合格した
者でその後相当程度の実務経験
を有する者 等

研 究 課 程 長期課程を修了した者 等
応用研究課程 研究課程等を修了した者 等

研 修 課 程
職業訓練指導員として訓練を担
当している者または職業訓練指
導員免許を受けた者 等

３　技能検定

　技能検定は、「働く人々の有する技能を一定の基準により検定し、国として証明する
国家検定制度」で、技能に対する社会一般の評価を高め、働く人々の技能と地位の向上
を図ることを目的として、職業能力開発促進法に基づき実施されている。
　昭和34年に実施されて以来、現在では136職種が実施され、合格者は400万人を超えて
いる。
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第２章　滋賀の職業能力開発行政

１　職業能力開発行政組織の概要

　滋賀県では職業能力開発行政を担当する部署として労働雇用政策課があり、職業能力
開発担当、労政福祉担当および就業支援室の３担当で業務を分担している。
　また、公共職業能力開発施設として、県立高等技術専門校の２校舎を設置し、普通職
業訓練を実施している。施設内訓練としては、普通課程（高等学校卒業者対象）、短期
課程（中学校卒業者、離転職者、障害者、在職者対象）を、また、施設外委託訓練とし
ては、短期課程（離転職者、障害者、母子家庭の母等対象）を実施している。
　高齢・障害・求職者雇用支援機構では、平成４年４月に開校した滋賀職業能力開発短
期大学校（初年度の名称は滋賀職業訓練短期大学校）において、高度職業訓練の専門課
程および専門短期課程を実施するとともに、滋賀職業能力開発促進センターにおいて普
通職業訓練のうち短期課程（主として在職者、離転職者対象）を幅広く実施している。
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厚 生 労 働 大 臣

労 働 政 策 審 議 会
職業能力開発分科会

滋 賀 県 知 事

職 業 能 力 開 発 局 労 働 雇 用 政 策 課

滋賀県職業能力開発審議会

県立高等技術専門校

米原校舎
（テクノカレッジ米原）
草津校舎
（テクノカレッジ草津）

職業能力開発担当
労政福祉担当
就業支援室

※�高齢・障害・求職者雇用支援機構
　職 業 能 力 開 発 施 設

近畿職業能力開発大学校付属
   滋賀職業能力開発短期大学校
（ポリテクカレッジ滋賀）
滋賀職業能力開発促進センター
（ポリテクセンター滋賀）

事業内職業訓練センター
職業能力開発サービスセンター
視聴覚教材センター

商 工 観 光 労 働 部厚 生 労 働 省

※�高齢・障害・求職
者 雇 用 支 援 機 構

※�高 齢・ 障 害・ 求
職 者 雇 用 支 援 機
構 滋 賀 職 業 訓
練 支 援 セ ン タ ー

中 央
職業能力開発協会

滋 賀 県
職業能力開発協会 認 定 職 業 能 力 開 発 施 設

職 業 能 力 開 発 行 政 組 織 図
（平成23年４月１日現在）

※平成23年10月より名称が変更されました。
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２　職業能力開発関係予算

（単位：千円）

事業名 細　目　事　業　名
予　　算　　額

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

公共職業能力開発事業費 218,193 187,387 199,755 419,276 484,951 518,717

職 業 能 力 開 発 事 務 運 営 費 4,491 1,784 1,693 1,693 1,493 2,181

職 業 訓 練 指 導 員 養 成・ 研 修 事 業 3,697 3,174 3,167 2,798 2,484

職 業 訓 練 運 営 費 34,020 38,569 40,819 39,424 40,545 40,629

職 業 訓 練 事 業 費 6,914 8,202 5,230 1,587 4,786 4,549

職 業 訓 練 受 講 者 援 護 対 策 費 29,568 25,581 25,581 25,665 25,402 22,583

離 職 者 訓 練 等 雇 用 創 出 促 進 事 業 49,973

離 転 職 者 等 職 業 能 力 開 発 事 業 30,095 40,133 45,490 253,026 328,628 366,228

障 害 者 職 業 能 力 開 発 事 業 18,411 17,329

障 害 者 総 合 実 務 訓 練 事 業 14,221 14,219 13,719 13,716

障 害 者 委 託 訓 練 事 業 24,291 24,270 24,259 26,321 26,397 26,136

若者しごとチャレンジプログラム実施事業 6,270 6,255 5,543 5,543 5,543 5,453

若 年 者 集 中 支 援 事 業 2,257 2,238 2,212 2,212

巡 回 就 職 支 援 事 業 5,474 5,466

母 子 家 庭 の 母 等 能 力 開 発 事 業 11,903 11,874

女性の再チャレンジ支援能力開発事業 5,871 29,457 35,936 28,301 27,454

イ ン タ ー ン シ ッ プ 推 進 事 業 1,584 2,076 2,075 1,865 1,838

技 能 向 上 セ ミ ナ ー 推 進 事 業 8,408

職業能力開発振興費 106,706 106,452 99,724 100,047 83,112 80,413

技 能 振 興 事 業 費 1,620 1,989 2,068 1,616 1,304

事 業 内 職 業 訓 練 費 40,149 36,948 32,352 31,733 28,839

職 業 能 力 開 発 振 興 事 業 費 66,102 66,388 64,360 65,228 51,969 78,421

若 年 者 就 業 体 験 事 業 455 455

若 者 マ イ ス タ ー 認 定 事 業 1,041

おうみの名工･おうみ若者マイスター技能振興事業 1,023 1,018 688 688

高等技術専門校運営費 73,261 92,260 81,525 78,043 69,686 68,787

草 津 高 等 技 術 専 門 校 運 営 費 22,469 30,753 28,968 27,549 26,899 26,399

米 原 高 等 技 術 専 門 校 運 営 費 26,664 35,839 34,288 32,807 32,057 31,557

施 設 整 備 事 業 費 24,128 25,668 18,269 17,687 10,730 10,831

合　　　　　　計 398,160 386,099 381,004 597,366 637,749 667,917

対前年度比（％） 92.7 97.0 98.7 156.8 106.8 104.7 
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３　職業能力開発審議会

　昭和33年職業訓練法制定に伴い、知事の諮問機関として職業訓練審議会が設置され、
昭和60年10月の法改正により、職業能力開発審議会に改称され、また、平成18年６月の
法改正により法の必置規制に基づく機関から都道府県の任意による機関となった。
　審議会は、職業能力開発計画その他職業訓練の実施等職業能力の開発に関する重要事
項を調査、審議することを職務としている。
　委員の定数は15人以内で知事が委嘱し、任期は２年である。

審　議　会　委　員
（任期：平成21年12月８日～平成23年12月７日）

区　　分 委　員　氏　名 所　　　　属　　　　等

学識経験者 荒　井　　壽　夫
栗　田　　　　裕
藤　野　　政　信
橋　本　　啓　子
松　田　　美　枝
田　中　　晶　子
寺　田　　真　紀

滋賀大学経済学部教授
滋賀県立大学工学部教授
公益財団法人滋賀県人権センター副理事長
滋賀県地域女性団体連合会副会長
滋賀短期大学学務課主任
公募委員（シニア産業カウンセラー）
公募委員（和裁士・おうみ若者マイスター）

事業主代表 梅　村　　榮　子
納　谷　　宏　之
土　田　　利　昭

今　村　　貞　雄

しが中小企業女性中央会相談役
納谷塗装工業株式会社代表取締役社長
東レエンジニアリング株式会社常務取締役
滋賀事業場長
滋賀県板金工業組合理事長

労働者代表 寺　田　　良　彦
西　岡　　清　美
藤　岡　　順　子
松　元　　光　彦

電機連合滋賀地方協議会事務局長
連合滋賀女性委員会副委員長
平和堂労働組合中央執行委員
連合滋賀事務局長
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４　職業能力開発主管課（商工観光労働部労働雇用政策課）

（１）沿　革
昭和44年４月１日　　　滋賀県行政組織規程の一部改正により、職業安定課から分離

し、職業訓練課を設置
	 　庶務係および訓練係の２係制により発足
昭和51年４月１日　　　庶務係が管理係となる。
昭和59年４月１日　　　滋賀県行政組織規則の一部改正により、労政課と統合され労

政婦人課となる。
	 　この改正により、管理係が労働福祉係に統合、訓練係は能力

開発係に変更
昭和63年４月１日　　　滋賀県行政組織規則の一部改正により、能力開発係は職業能

力開発室に変更
平成元年４月１日　　　滋賀県行政組織規則の一部改正により、課の名称が労政能力

開発課に変更となり、職業能力開発室は職業能力開発係となる。
平成12年４月１日　　　滋賀県行政組織規則の一部改正により、雇用支援室を設置
平成13年４月１日　　　滋賀県行政組織規則の一部改正により、職業能力開発係は職

業能力開発担当となる。
平成13年12月１日　　　滋賀県行政組織規則の一部改正により、雇用支援室は、雇用

対策推進室となる。
平成20年４月１日　　　滋賀県行政組織規則の一部改正により、雇用対策推進室を廃

止する。
平成21年１月５日　　　緊急雇用対策室設置規程（平成21年１月５日滋賀県訓令第１

号）により、緊急雇用対策室を設置
平成23年４月１日　　　滋賀県行政組織規則の一部改正により、課の名称が労働雇用

政策課に変更され、就業支援室を設置。また、緊急雇用対策室
設置規程の廃止に伴い緊急雇用対策室を廃止する。

（２）職員配置
� 平成23年４月１日現在

職　　　　 名
職業能力開発担当 労政福祉担当 就業支援室 合　　　　　計
事　務 技　術 事　務 事　務 事　務 技　術 計

課 長 1 1 1
参 事・ 室 長 1 2 3 3
課長補佐・室長補佐 1 1 2 2
主 幹 1 1 1 2 1 3
副 主 幹 1 1 2 2
主 査 2 1 1 4 4
主 任 主 事 1 1 2 4 4
職業訓練指導員
主 事 1 2 1 4 4

計 22 1 23
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５　公共職業能力開発施設

（１）滋賀県立高等技術専門校
　ア　米原校舎（テクノカレッジ米原）

　①　所在地および規模
　　　〒521-0091　米原市岩脇411- １
　　　　　　　　　ＴＥＬ　0749-52-5300　　ＦＡＸ　0749-52-5396
　　　　敷　地　　29,927㎡
　　　　建　物　　本館棟延面積� 2,450㎡　　鉄筋３階建　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　実習棟延面積� 4,446㎡　　鉄骨平屋建　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　体育館延面積� 877㎡　　鉄骨平屋建　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　その他延面積� 867㎡　　　　　　　　　　　　　　　　　

　②　沿　革
　　平成３年４月　　　養成訓練普通課程Ⅰ類（中卒２年訓練）の数値制御機械科

（定員20名）、金属成形科（定員20名）、溶接技術科（定員20
名）、電気設備科（定員20名）、建築科（定員20名）で県立近江
高等技術専門校を開校

　　平成５年４月　　　職業能力開発促進法の一部改正により普通職業訓練普通課程
となる。

　　　　　　　　　　　機械加工科、溶接科、電気工事科、木造建築科に科名変更
　　平成12年４月　　　平成13年度からのメカトロニクス科（高卒２年訓練）新設の

ため、金属成形科および電気工事科を募集停止
　　平成13年４月　　　普通課程（高卒２年訓練）のメカトロニクス科を新設
　　　　　　　　　　　金属成形科および電気工事科を廃止
　　平成16年３月　　　普通課程の機械加工科、溶接科、木造建築科の募集停止
　　平成16年４月　　　短期課程（１年訓練）の金属加工科、木造建築科を新設
　　平成17年３月　　　普通課程の機械加工科、溶接科、木造建築科を廃止
　　平成17年４月　　　短期課程（６ヶ月訓練）の電気設備科を新設
　　　　　　　　　　　メカトロニクス科を生産システム制御科に科名変更
　　平成17年６月　　　短期課程の（１年訓練）の生産システム設備科（日本版デュ

アルシステム訓練）を新設
　　平成17年10月　　　短期課程（６ヶ月訓練）の住宅リフォーム科を新設
　　平成20年４月　　　金属加工科および電気設備科の２科を、金属加工技術科、機

械実践技術科、溶接実践技術科、電気設備技術科および電気機 
械技術科の５科に再編し、各訓練科のユニット化を実施

　　平成21年４月　　　滋賀県立草津高等技術専門校との統合に伴い、校名を滋賀県
立高等技術専門校と改称し、同校米原校舎となる。
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③　職員配置
� 平成23年４月１日現在

職 名

管

理

担

当

訓

練

担

当

計

普通
課程 短　期　課　程 そ

　

の
　

他

生
産
シ
ス
テ
ム 

制

御

科

生
産
シ
ス
テ
ム 

設

備

科

木

造

建

築

科

住

宅 

リ
フ
ォ
ー
ム
科

金
属
加
工
技
術
科

機
械
実
践
技
術
科

溶
接
実
践
技
術
科

電
気
設
備
技
術
科

電
気
機
械
技
術
科

校 長 1 1

校 長 代 理 1 1

副 校 長 1 1

主 幹 2 2

主 任 学 科 長 1 1 1 1

副主幹・学科長 
・ 主 任 主 査 4 1 2 1 4

主 査 1 2 1 1 3

職業訓練指導員 3 3 1 1 3

嘱 託 員 12 11 6 2 3 3 23

計 17 22 5 7 3 39

（注１）嘱託員内訳　�嘱託講師　８、向上訓練等推進員　１、就職支援アドバイザー　５
　　　　　　　　　　訓練業務管理推進員　５、障害者職業訓練コーディネータ　２
　　　　　　　　　　巡回就職支援員　１、定住外国人職業訓練コーディネータ　１
（注２）校長および校長代理は、両校舎（米原・草津）共通配置
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　イ　草津校舎（テクノカレッジ草津）
　①　所在地および規模
　　　〒525-0041　草津市青地町1093番地
　　　　　　　　　ＴＥＬ　077-564-3296　　ＦＡＸ　077-565-1867
　　　　敷　地　19,509㎡
　　　　建　物　本館棟延面積� 2,308㎡　　鉄筋３階建　　　　　　　　　　
　　　　　　　　実習棟延面積� 4,348㎡　　鉄骨平屋建　　　　　　　　　　
　　　　　　　　体育館延面積� 864㎡　　鉄骨平屋建　　　　　　　　　　
　　　　　　　　その他延面積� 827㎡　　　　　　　　　　　　　　　　　

　②　沿　革
　　昭和58年４月　　　大津市南郷五丁目の旧滋賀県立大津高等職業訓練校の施設を

利用して、養成訓練普通訓練課程Ⅰ類（中卒２年訓練）、機械
科（定員20名）、溶接科（定員20名）、自動車整備科（定員20
名）、塗装科（定員20名）で県立草津高等職業訓練校を開校

　　昭和58年８月　　　草津市青地町に移転
　　昭和59年４月　　　養成訓練普通訓練課程Ⅰ類の服飾科（定員25名）、電気機器

科（定員20名）を増設
　　平成元年４月　　　養成訓練普通課程Ⅰ類の機械科および溶接科の定員を25名に

変更
　　平成２年４月　　　養成訓練普通課程Ⅰ類の塗装科の定員を25名に変更
　　平成３月４月　　　校名を滋賀県立草津高等技術専門校に改称
　　　　　　　　　　　養成訓練普通課程Ⅰ類の機械科、溶接科、服飾科および塗装

科の定員を各20名に変更
　　平成５年４月　　　職業能力開発促進法の一部改正により普通職業訓練普通課程

となる。
　　　　　　　　　　　機械科を機械加工科に科名変更
　　平成13年４月　　　普通課程の自動車整備科を高卒２年訓練に変更
　　平成16年３月　　　普通課程の機械加工科、溶接科、電気機器科、服飾科（洋裁

科相当）、塗装科（金属塗装科相当）を募集停止
　　平成16年４月　　　短期課程（１年訓練）の溶接技術科、服飾デザイン科、塗装

技術科を新設
　　平成17年３月　　　普通課程の機械加工科、溶接科、電気機器科、服飾科（洋裁

科相当）、塗装科（金属塗装科相当）を廃止
　　平成17年４月　　　普通課程（高卒１年訓練）のコンピュータ制御科を新設
　　　　　　　　　　　短期課程（知的障害者対象、１年訓練）の総合実務科（販売

実務コース、ＯＡ事務コース）を新設
　　平成20年７月　　　短期課程（１年訓練）の機械加工技術科を新設
　　平成21年４月　　　滋賀県立近江高等技術専門校との統合に伴い、校名滋賀県立 

高等技術専門校と改称し、同校草津校舎となる。
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　　平成21年９月　　　総合実務科に販売実務コース（６ヶ月訓練）を新設
　　平成22年10月　　　総合実務科短期課程（６ヶ月訓練）を短期課程（１年訓練）

に変更

③　職員配置
� 平成23年４月１日現在

職 名

管

理

担

当

訓

練

担

当

計

普通課程 短　期　課　程 そ
　

の
　

他

自
動
車
整
備
科

コ
ン
ピ
ュ
ー
タ 

制

御

科

溶

接

技

術

科

機
械
加
工
技
術
科

服
飾
デ
ザ
イ
ン
科

塗

装

技

術

科

総

合

実

務

科

校 長 1 1

校 長 代 理 1 1

副 校 長 1 1

主 任 学 科 長 3 1 1 1 3

副主幹・学科長 
・ 主 任 主 査 1 5 2 1 1 1 6

主 査 1 4 1 1 1 1 5

職業訓練指導員 2 1 1 2

嘱 託 員 9 1 1 4 3 9

計 4 24 4 2 2 2 2 2 6 3 28

（注）嘱託員内訳　　　嘱託講師　２、向上訓練等推進員　１、就職支援アドバイザー　１
　　　　　　　　　　　巡回就職支援員　１、障害者職業訓練嘱託訓練指導員　２
　　　　　　　　　　　障害者職業訓練アドバイザー　１、障害者職業訓練生活指導員　１
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（２）独立行政法人　高齢・障害・求職者雇用支援機構　滋賀職業訓練支援センター
　　滋賀職業能力開発促進センター（ポリテクセンター滋賀）
　①　所在地および規模
　　　〒520-0856　大津市光が丘町３番13号
　　　　　　　　　ＴＥＬ　077-537-1164　　ＦＡＸ　077-537-3076
　　　　敷　地　　15,635㎡
　　　　建　物　　本館棟延面積� 1,519㎡　　鉄筋３階建　　　　　　
　　　　　　　　　ＯＡ棟・訓練生ホール延面積�  540㎡　　鉄骨２階建　　　　　　
　　　　　　　　　大教室延面積� 219㎡　　鉄骨平屋建　　　　　　
　　　　　　　　　実習場延面積� 4,249㎡　　鉄骨平屋建　　　　　　
　　　　　　　　　体育館延面積� 742㎡　　鉄骨平屋建　　　　　　
　　　　　　　　　その他延面積� 707㎡　　　　　　　　　　　　　

②　沿　革
　　昭和33年11月　　　労働福祉事業団滋賀総合職業訓練所として発足
　　昭和33年12月　　　滋賀県立大津職業訓練所より木工科生27名を引継ぎ委託訓練

生として訓練開始
　　昭和34年１月　　　塗装科および電気機器科の訓練を開始
　　昭和35年４月　　　機械科、自動車整備科および溶接科の訓練を開始
　　昭和36年７月　　　雇用促進事業団の設立に伴い、労働福祉事業団より継承
　　昭和37年４月　　　中高年齢者転職訓練を開始（木工科、溶接科　定員10名）
　　昭和39年３月　　　中高年委託速成訓練を開始
　　昭和39年４月　　　機械科および電気機器科を専門訓練に移行
　　昭和40年４月　　　木工科および自動車整備科を専門訓練に移行
　　昭和41年４月　　　塗装科および溶接科を専門訓練に移行
　　昭和44年10月　　　職業訓練法（新法）の制定により滋賀総合高等職業訓練校と

改称
　　昭和56年４月　　　技能開発センターを併設（電気機器科の転換に着手）
　　昭和58年１月　　　経理事務科（１年訓練）を開始
　　昭和58年４月　　　技能開発センターに全面転換（機械科、溶接科、自動車整備

科、木工科、塗装科の転換に着手）
　　昭和62年４月　　　造形科、生産保全科の訓練を開始
　　昭和62年７月　　　金属加工技術科およびＯＡビジネス科の訓練を開始
　　昭和62年12月　　　機械科、溶接科、塗装科、経理事務科を廃止
　　昭和63年９月　　　自動車整備科を廃止
　　平成元年１月　　　電気設備科の訓練を開始
　　平成元年３月　　　電気機器科を廃止
　　平成３年４月　　　建築設備技術科の訓練を開始
　　平成４年７月　　　ＣＡＤコース、オフィスワークコースの訓練を開始
　　平成４年10月　　　デザインサービスコースの訓練を開始
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　　平成５年４月　　　オフィスサービス科の訓練を開始
　　　　　　　　　　　ＯＡビジネス科、デザインサービス科の訓練を廃止
　　平成５年７月　　　ＣＡＤコース、造形科の訓練を廃止
　　平成６年４月　　　テクノマシン科の訓練を開始
	 　建築設備技術科を建築設備科に科名変更
　　平成６年７月　　　金属加工科をメタルワーク科に科名変更
　　平成７年10月　　　テクニカルオペレーション科、ビルメンテナンス科、設備施

工科、ＯＡビジネス科の訓練を開始
	 　生産保全科、テクノマシン科の訓練を廃止
　　平成８年１月　　　メタルワーク科、電気設備科、建築設備科、オフィスサービ

ス科の訓練を廃止
　　平成８年４月　　　ビルメンテナンス科をビル管理科に、設備施工科を金属加工

科に転換	 　ＯＡビジネス科をビジネスワーク科に科名変更
	 　ＦＡシステム科、情報システムサービス科の訓練を開始
　　平成10年10月　　　ビル管理科およびテクニカルオペレーション科の夜間訓練を

開始
　　平成11年10月　　　雇用・能力開発機構の設立に伴い、雇用促進事業団より継承
　　平成12年４月　　　ＦＡシステム科をＦＡ（生産自動化）システム科に転換
　　平成12年７月　　　ビル管理科をビル設備サービス科に、金属加工科をテクニカ

ルメタルワーク科に転換
　　平成13年１月　　　光通信施工技術科を新設
　　平成13年10月　　　テクニカルオペレーション科を廃止し、ＣＡＤ／ＣＡＭ技術

科を新設
　　平成14年４月　　　情報システムサービス科を廃止し、マネージメント情報シス

テム科を新設、介護サービス科を新設
　　平成16年３月　　　独立行政法人雇用・能力開発機構の設立
　　平成16年４月　　　ＦＡ（生産自動化）システム科を生産システム技術科に科名

変更
　　平成17年４月　　　情報リテラシー科の廃科
	 　ビジネスアプリケーション科の２部（夜間）を廃止。Ｗｅｂ

エンジニア科、データベースメネジメント科を情報システム
サービス科（Ｗｅｂ編とデータベース編）に転換）

　　平成18年９月　　　機械加工ＮＣ技術科、制御プログラム科を新設
　　平成19年４月　　　テクニカルメタルワーク科（短期デュアルコース）を新設
　　平成20年４月　　　テクニカルメタルワーク科（短期デュアルコース）を廃止
	 　ビジネスアプリケーション科を廃止
　　平成20年５月　　　シートメタル科（短期デュアルコース）を新設
　　平成20年８月　　　生産システムサービス科（短期デュアルコース）を新設
　　平成21年４月　　　情報システムサービス科・ビジネスワーク科・介護サービス

科を廃止
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	 　生産システム技術科・電気設備科を新設
	 　マネジメント情報システム科（６ヶ月訓練）を３ヶ月訓練に

期間を変更し、社内システム管理コースと開発コースの２コー
スを設定

　　平成21年８月　　　緊急橋渡し訓練（単独型）情報リテラシー科を新設
　　平成21年９月　　　生産技術管理科を新設
	 　ＣＡＤ／ＣＡＭ技術科（橋渡し・統合型）を新設
	 　光通信施工技術科（橋渡し・統合型）を新設
　　平成21年12月　　　ＣＡＤ／ＣＡＭ技術科（橋渡し・統合型）を新設
　　平成22年１月　　　生産システム技術科（ＤＳ）（橋渡し・統合型）を新設
　　平成22年４月　　　光通信施工技術科を廃止
	 　生産技術管理科を廃止
	 　ＣＡＤ製図科を廃止
	 　マネジメント情報システム科（管理・開発）を廃止
	 　生産技術管理科（機械保全・電気保全）を新設
	 　機械加工ＮＣ技術科（橋渡し・統合型）２コースを新設
	 　電気設備科（橋渡し・統合型）を新設
	 　制御プログラム科（橋渡し・統合型）を新設
	 　緊急人材育成支援事業に係る基金訓練認定事業を実施
　　平成23年４月　　　電気設備科（橋渡し・統合型）を廃止
	 　機械加工ＮＣ技術科（橋渡し・統合型）を廃止
	 　制御プログラム科（橋渡し訓練）を廃止
	 　生産システム技術科（短期デュアルコース）【橋渡し・統合

型】を新設
	 　シートメタル科（短期デュアルコース）【橋渡し・統合型】

を新設

③　職員配置
� 平成23年４月１日現在

職 名

総　

務　

課

業　

務　

課

訓　

練　

課

計
電

気
・

電

子

系

機　

械　

系

居　

住　

系

所 長 1 1
課 長 ・ 調 査 役 1 1 1 3
事 務 職 員 2 3 3 8
職 業 訓 練 指 導 員 22 7 13 2 22
嘱 託 員 1 13 9 1 1 23

計 5 17 35 8 14 2 57
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（３）独立行政法人　高齢・障害・求職者雇用支援機構　近畿職業能力開発大学校附属
　　　　　　　　　　滋賀職業能力開発短期大学校（ポリテクカレッジ滋賀）
　①　所在地および規模
　　　〒523-8510　近江八幡市古川町1414番地
　　　　　　　　　ＴＥＬ　0748-31-2250　　ＦＡＸ　0748-31-2255
　　　敷　地　　40,150㎡
　　　建　物　　本館棟延面積� 3,430㎡　　鉄筋３階建　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　実習場延面積� 2,460㎡　　鉄筋３階建　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　体育館延面積� 936㎡　　鉄骨平屋建　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　学生寮� 1,351㎡　　鉄筋３階建　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　学生ホール� 375㎡　　鉄骨平屋建　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　その他延面積� 697㎡　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　②　沿　革
　　平成４年４月　　　養成訓練専門課程（高卒２年訓練）の生産技術科（定員20名）、

電子技術科（定員20名）、情報処理科（定員20名）、住居環境科
（定員20名）で雇用促進事業団滋賀職業訓練短期大学校を開校

　　平成５年４月　　　職業能力開発促進法の一部改正により滋賀職業能力開発短期
大学校と改称

	 　高度職業訓練専門課程となる。
　　平成11年３月　　　普通職業訓練短期課程の生産システム科制御コースおよび情

報コースを開始（夜間訓練）
　　平成11年４月　　　近畿職業能力開発大学校附属滋賀職業能力開発短期大学校と

なる。
	 　情報処理科を情報技術科に転換
　　平成11年10月　　　雇用・能力開発機構の設立に伴い、雇用促進事業団より継承
　　平成16年３月　　　独立行政法人雇用・能力開発機構設立
　　平成21年４月　　　電子技術科と情報技術科を電子情報技術科に改編
	 　電子情報制御システム系（電子情報技術科）定員30名
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③　職員配置
� 平成23年４月１日現在

職 名

総
　

務
　

課

学

務

援

助

課

訓　　練　　科

計

生

産

技

術

科

電

子

情

報 

技

術

科

住

居

環

境

科

校 長 1

部 長 1

課 長 1 1 2

事 務 職 員 3 3 6

教 官 3 5 4 12

嘱 託 員 2 3 2 1 8

計 6 7 5 5 5 30
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第３章　公共職業訓練

１　平成23年度の公共職業訓練計画

（１）公共職業能力開発施設内で行う訓練
　県立高等技術専門校の２校舎では、職業に必要な基礎的な技能・知識の習得を目指す
普通職業訓練を実施しており、高卒者を対象とする普通課程と在職者・離転職者等を対
象とする短期課程がある。
　独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構の施設である、滋賀職業能力開発短期
大学校では、高卒者に対して高度な技能・知識の習得を目指す高度職業訓練・専門課程
を実施している。また、滋賀職業能力開発促進センターでは、在職者・離転職者等を対
象とする短期課程を実施している。

　　①高度職業訓練・専門課程

施　設　名 訓　練　科 訓練期間
訓　　練 
開始時期

定　員 備　　　考

滋 賀
職 業 能 力 開 発
短 期 大 学 校

生 産 技 術 科

２年 ４月

20 高卒者対象

電 子 情 報 技 術 科 30 高卒者対象

住 居 環 境 科 20 高卒者対象

計 70

　　②普通職業訓練・普通課程

施　設　名 訓　練　科 訓練期間
訓　　練 
開始時期

定　員 備　　　考

高 等 技 術
専 門 校

米
原
校
舎

生産システム制御科 ２年 ４月 10 高卒者対象、
メカトロニクス科相当

草
津
校
舎

自 動 車 整 備 科 ２年
４月

20 高卒者対象

コンピュータ制御科 １年 20 高卒者対象

計 50
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　　③普通職業訓練・短期課程

　　④普通職業訓練・短期課程（知的障害者対象）

施　設　名 訓　練　科 訓練期間 訓　　練
開始時期 定　員 備　　　考

高 等 技 術 専 門 校
草 津 校 舎 総 合 実 務 科

１年 ４月 15 販売実務コース
ＯＡ事務コース

１年 10月 5 販売実務コース
ＯＡ事務コース

施　設　名 訓　練　科 訓練期間 訓　　練 
開始時期 定　員 備　考

高等技術専門校

米

原

校

舎

木 造 建 築 科
１年

４月 20 うち新規中卒優先枠5人、
建築科相当

総

合

技

能

系

金 属 加 工 技 術
コ ー ス

４月、10月

各10 うち新規中卒優先枠5人

機 械 実 践 技 術
コ ー ス

６ヶ月

各5
溶 接 実 践 技 術
コ ー ス
電 気 設 備 技 術
コ ー ス

７月、１月

各10

電 気 機 械 技 術
コ ー ス 各5

住 宅 リ フ ォ ー ム 科 各10

生 産 シ ス テ ム 設 備 科
（日本版デュアルシステム訓練） １年 ６月 10 概ね40歳未満対象

草

津

校

舎

機 械 加 工 技 術 科

１年

７月 5

溶 接 技 術 科

４月

15 うち新規中卒優先枠5人

服 飾 デ ザ イ ン 科 20 うち新規中卒優先枠5人

塗 装 技 術 科 20 うち新規中卒優先枠5人

滋 賀
職 業 能 力 開 発
促 進 セ ン タ ー

テ ク ニ カ ル
メ タ ル ワ ー ク 科

６ヶ月

５月、８月、
11月、２月　 各15

ビ ル 設 備 サ ー ビ ス 科
４月、
７月、
10月、
１月　

各18

Ｃ Ａ Ｄ ／ Ｃ Ａ Ｍ
技 術 科 各15

電 気 設 備 科 各18

機 械 加 工 Ｎ Ｃ 技 術 科
６月、９月、
12月、３月　

各10

制 御 プ ロ グ ラ ム 科 各15

生 産 技 術 管 理 科
（ 機 械 保 全 ） ４月、７月 各15

生 産 技 術 管 理 科
（ 電 気 保 全 ） 10月、１月 各15

生 産 シ ス テ ム 技 術 科
（短期デュアルコース）
【 橋 渡 し 訓 練 】

７ヶ月

７月、１月 各20 概ね40歳未満対象

シ ー ト メ タ ル 科
（短期デュアルコース）
【 橋 渡 し 訓 練 】

５月、11月 各15 概ね40歳未満対象

合　　　計 674



― 22 ―

　　⑤高度職業訓練・短期課程（在職者対象）

施　設　名 訓　練　系 コース内容 開催回数 定　員

滋 賀
職 業 能 力 開 発
促 進 セ ン タ ー

機 　 械 　 系

機械加工・汎用機械、ＮＣ機械、切削工具、
成形加工・溶接、機械制御・油空圧、
精密測定、音・振動測定、機械保全、
生産管理

73 800

電 気 ・ 電 子 系

電気保全技術、シーケンス制御、
モータ制御、フィードバック制御、
パソコン・マイコン制御、光ファイバ技術、
電気設備、電子回路

66 672

居 　 住 　 系 建築ＣＡＤ、建築計画、建築設備 1 15

滋 賀
職 業 能 力 開 発
短 期 大 学 校

機 　 械 　 系 機械設計技術者のための総合力学　等 18 190

電 気 ・ 電 子 系 組み込みアプリケーション開発技術　等 9 90

居 　 住 　 系 建築構造・材料の実践技術　等 5 50

計 172 1,817

　　⑥普通職業訓練・短期課程（在職者対象）

施　設　名 訓　練　系 コース内容 開催回数 定　員

高等技術専門校

米

原

校

舎

機 械 加 工 系
普通旋盤加工技術、フライス盤加工技術、
ＮＣ旋盤加工技術、機械製図、
機械ＣＡＤ　等

42 399

溶 　 接 　 系 アーク溶接特別教育、
産業用ロボット特別教育、半自動溶接　等 18 138

電 気 ・ 電 子 系 電気計測、電気主任技術者関連分野、
消防設備、電気設備ＣＡＤ　等 31 330

建 　 築 　 系
建築製図、建築ＣＡＤ、大工基本作業、
リフォーム関連分野、
福祉住環境コーディネーター受験対策　等

23 230

制 　 御 　 系
有接点リレーシーケンス制御、油圧制御、
空気圧制御、
エンジニアのためのVisual Basic　等

24 227

草

津

校

舎

機 械 加 工 系
普通旋盤加工技術、フライス盤加工技術、
ＮＣ旋盤加工技術、機械製図、
機械ＣＡＤ　等

40 327

溶 　 接 　 系 アーク溶接特別教育、
産業用ロボット特別教育、半自動溶接　等 20 139

電 気 ・ 電 子 系 低電圧電気取扱い特別教育 1 10

計 199 1,800
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（２）施設外委託訓練
　施設外委託訓練とは、公共職業能力開発施設で行うことができない職種や、訓練内容
について、民間等の教育訓練施設等に委託して行う訓練である。
　これらの委託先には、民間の各種学校等を初め、平成13年度以降、事業主および事業
主団体・ＮＰＯ法人など、あらゆる教育訓練資源の活用等を通じ、就職に結びつく効果
的な委託訓練を実施している。
　平成16年度からは、若年者（35歳未満）を対象として日本版デュアルシステムを取り
入れた委託訓練および障害者の態様に応じた委託訓練、平成17年度からは母子家庭の母
等を対象とした委託訓練および若年者を対象としたyes－プログラムに基づく就職基礎
能力速成講座（平成21年度で終了）、平成21年度からは、資格取得（介護福祉士）や定
住外国人向けの委託訓練を実施、平成23年からは、資格習得のコースに保育士を加える
など就職支援を図っている。

　　①普通職業訓練・短期課程

施　設　名 区　　分 実施 
コース数 延定員 訓練期間 訓　　練 

開始時期 備　　考

高 等 技 術 専 門 校 
米 原 校 舎

知識等習得コース 86 1,210
２ヶ月～
６ヶ月

４月～３月の
毎月

資格取得コース 5 60 12ヶ月 ４月 12ヶ月×２年間
定住外国人向け
職業訓練コース 3 45 ４ヶ月 ６月、９月、

12月

委託訓練活用型
デュアルシステム 6 90 ４ヶ月

６月、７月、
８月、９月、
11月、12月

職業能力形成機会に
恵まれなかった者を
対象

計 100 1,405



― 24 ―

　　②普通職業訓練・短期課程（母子家庭の母等対象、女性の再チャレンジ支援対象）

施　設　名 区　　分 実施 
コース数 延定員 訓練期間 訓　　練 

開始時期 備　　考

高 等 技 術 専 門 校 女性の再チャレンジ支援対象 100
２ヶ月～ 
３ヶ月

６月、10月、
１月、随時

集合型４コース 
追加枠設定型コース

計 100

　　③普通職業訓練・短期課程（障害者対象）

施　設　名 区　　分 実施 
コース数 延定員 訓練期間 訓　　練 

開始時期 備　　考

高 等 技 術 専 門 校 障害者の態様に応じた多様な
委託訓練事業 12 80

１ヶ月～
４ヶ月

７月、10月、
１月、随時

集合型３コース、
追加枠設定型コース、
OJT型訓練コース、
特別支援学校高等部
早期訓練コース

計 80
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２　公共職業訓練実施実績

（１）公共職業能力開発施設内で行う訓練
　①高度職業訓練・専門課程

施　設　名 訓　練　科 訓練期間

平成20年度

定

　

員

応

募

者

数

入

校

者

数

入

校

率

進

級

者

数

中

退

者

数

修

了

者

数

進

学

者

数

就

職

者

数

就

職

率

う
ち
就
職
者
数

（a） （b）（c） （d）（e）（f）（g）（h）

滋 賀
職 業 能 力 開 発
短 期 大 学 校

生 産 技 術 科  
（ １ 年 生 ）

２年

20 26 23 115% 2

生 産 技 術 科  
（ ２ 年 生 ） 20 26 26 3 23 100%

電 子 技 術 科  
（ １ 年 生 ） 20 20 20 100%

電 子 技 術 科  
（ ２ 年 生 ） 20 26 26 1 24 96%

情 報 技 術 科  
（ １ 年 生 ） 20 21 21 105% 4 0

情 報 技 術 科  
（ ２ 年 生 ） 20 23 0 0 23 11 12 100%

電子情報技術科 
（ １ 年 生 ）

電子情報技術科 
（ ２ 年 生 ）

住 居 環 境 科  
（ １ 年 生 ） 20 21 20 100% 2 1

住 居 環 境 科  
（ ２ 年 生 ） 20 24 0 0 24 9 14 93%

計 160 88 84 105% 99 8 1 99 24 73 97%

　※入校者数（b）には、留年者を含むことがある。
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平成21年度 平成22年度

定

　

員

応

募

者

数

入

校

者

数

入

校

率

進

級

者

数

中

退

者

数

修

了

者

数

進

学

者

数

就

職

者

数

就

職

率

定

　

員

応

募

者

数

入

校

者

数

入

校

率

進

級

者

数

中

退

者

数

修

了

者

数

進

学

者

数

就

職

者

数

就

職

率

う
ち
就
職
者
数

う
ち
就
職
者
数

（a） （b）（c） （d）（e）（f）（g）（h）（a） （b）（c） （d）（e）（f）（g）（h）

20 24 25 125% 20 31 26 130%

20 21 0 15 21 6 15 100% 20 23 1 0 22 1 21 100%

20 21 0 20 21 1 20 100%

20 17 1 10 16 6 10 100%

30 41 32 107% 30 48 31 103%

30 29 1 0 28 11 17 100%

20 27 22 110% 20 21 20 100%

20 18 0 11 18 7 11 100% 20 21 1 0 20 6 14 100%

150 92 79 113% 77 1 56 76 20 56 100% 140 100 77 110% 73 3 0 70 18 52 100%

　入校率（c）＝入校者数（b）／定員（a）
　就職率（h）＝就職者数（g）／修了者数（e）－進学者数（f）
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　②普通職業訓練・普通課程

施　設　名 訓　練　科 訓練期間

平成20年度

定

　

員

応

募

者

数

入

校

者

数

入

校

率

進

級

者

数

中

退

者

数

修

了

者

数

進

学

者

数

就

職

者

数

就

職

率

う
ち
就
職
者
数

（a） （b）（c） （d）（e）（f）（g）（h）

高 等 技 術 専 門 校 
米 原 校 舎 
（ 平 成20年 度 ま で
近江高等技術専門校）

生産システム制御科 
（ １ 年 生 ）

２年
10 4 3 30%

生産システム制御科 
（ ２ 年 生 ） 4 1 1 3 0 3 100%

高 等 技 術 専 門 校 
草 津 校 舎 
（ 平 成20年 度 ま で
草津高等技術専門校）

自 動 車 整 備 科 
（ １ 年 生 ）

２年
20 22 20 100% 2 1

自 動 車 整 備 科 
（ ２ 年 生 ） 19 0 0 19 0 17 89%

コンピュータ制御科 １年 20 15 13 65% 2 2 11 8 77%

計 50 41 36 72% 23 5 4 33 0 28 86%
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平成21年度 平成22年度

定

　

員

応

募

者

数

入

校

者

数

入

校

率

進

級

者

数

中

退

者

数

修

了

者

数

進

学

者

数

就

職

者

数

就

職

率

定

　

員

応

募

者

数

入

校

者

数

入

校

率

進

級

者

数

中

退

者

数

修

了

者

数

進

学

者

数

就

職

者

数

就

職

率

う
ち
就
職
者
数

う
ち
就
職
者
数

（a） （b）（c） （d）（e）（f）（g）（h）（a） （b）（c） （d）（e）（f）（g）（h）

10 12 10 100% 4 0 10 9 9 90% 1 0

3 2 2 1 1 100% 6 6 6 0 0 0 100%

20 28 18 90% 2 0 20 39 18 90% 1 0

18 1 1 17 17 100% 16 2 2 14 0 14 100%

20 15 12 60% 12 9 75% 20 22 14 70% 7 3 7 0 6 90%

50 55 40 80% 21 9 3 30 0 27 91% 50 70 41 82% 22 17 11 21 0 20 97%

　入校率（c）＝入校者数（b）／定員（a）
　就職率（h）＝就職者数（g）＋中退就職者数（d）／修了者数（e）＋中退就職者数（d）
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　③普通職業訓練・短期課程

施　設　名 訓　練　科 訓練期間

平成20年度

定

　

員

応

募

者

数

入

校

者

数

入

校

率

進

級

者

数

中

退

者

数

修

了

者

数

進

学

者

数

就

職

者

数

就

職

率

う
ち
就
職
者
数

（a） （b）（c） （d）（e）（f）（g）（h）

高 等 技 術 専 門 校
米 原 校 舎
（ 平 成20年 度 ま で
近江高等技術専門校）

生 産 シ ス テ ム
設 備 科

１年

10 4 3 30% 4 1 2 0 2 100%

木 造 建 築 科 20 17 15 75% 3 1 12 0 5 46%

金 属 加 工 技 術
コ ー ス 20 19 15 75% 2 2 8 0 5 70%

機 械 実 践 技 術
コ ー ス

６ヶ月

10 8 8 80% 0 0 8 0 7 88%

溶 接 実 践 技 術
コ ー ス 10 6 3 30% 0 0 3 0 2 67%

電気設備技術コース 20 22 18 90% 3 2 6 0 3 63%

電 気 機 械 技 術
コ ー ス 10 6 5 50% 0 0 1 0 1 100%

住宅リフォーム科 20 53 20 100% 0 0 10 0 6 60%

小　　　計 120 135 87 73% 12 6 50 0 31 66%

高 等 技 術 専 門 校
草 津 校 舎
（ 平 成20年 度 ま で
草津高等技術専門校）

服 飾 デ ザ イ ン 科

１年

20 25 20 100% 7 3 13 0 10 81%

溶 接 技 術 科 15 11 10 67% 3 1 7 0 7 100%

塗 装 技 術 科 20 10 10 50% 3 2 7 0 7 100%

機 械 加 工 技 術 科 5 7 5 100%

小　　　計 60 53 45 75% 13 6 27 0 24 91%
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平成21年度 平成22年度

定

　

員

応

募

者

数

入

校

者

数

入

校

率

進

級

者

数

中

退

者

数

修

了

者

数

進

学

者

数

就

職

者

数

就

職

率

定

　

員

応

募

者

数

入

校

者

数

入

校

率

進

級

者

数

中

退

者

数

修

了

者

数

進

学

者

数

就

職

者

数

就

職

率

う
ち
就
職
者
数

う
ち
就
職
者
数

（a） （b）（c） （d）（e）（f）（g）（h）（a） （b）（c） （d）（e）（f）（g）（h）

10 14 10 100% 3 3 1 0 0 75% 10 6 3 30% 0 0 7 0 4 57%

20 21 18 90% 4 1 14 0 9 67% 20 18 16 80% 9 6 7 0 5 85%

20 28 20 100% 6 4 9 0 7 85% 20 19 14 70% 8 5 13 0 9 78%

10 8 9 90% 2 1 7 0 5 75% 10 11 6 60% 1 1 5 0 4 83%

10 18 10 100% 2 0 8 0 8 100% 10 7 7 70% 2 1 5 0 3 67%

20 35 19 95% 3 3 17 0 11 70% 20 23 18 90% 6 6 12 0 6 67%

10 5 7 70% 2 1 8 0 1 22% 10 4 4 40% 1 1 2 0 1 67%

20 63 21 105% 2 1 19 0 7 40% 20 50 20 100% 4 2 17 0 8 53%

120 192 114 95% 24 14 83 0 48 64% 120 138 88 73% 31 22 68 0 40 69%

20 32 20 100% 7 7 13 0 13 100% 20 38 20 100% 2 1 18 0 14 79%

15 15 15 100% 8 7 7 0 6 93% 15 15 13 87% 10 7 3 0 3 100%

20 26 19 95% 10 8 9 0 6 82% 20 28 19 95% 11 8 8 0 5 81%

5 8 5 100% 0 0 5 0 4 80% 5 8 4 80% 2 2 3 0 2 80%

60 81 59 98% 25 22 34 0 29 91% 60 89 56 93% 25 18 32 0 24 84%

　



― 31 ―

施　設　名 訓　練　科 訓練期間

平成20年度

定

　

員

応

募

者

数

入

校

者

数

入

校

率

進

級

者

数

中

退

者

数

修

了

者

数

進

学

者

数

就

職

者

数

就

職

率

う
ち
就
職
者
数

（a） （b）（c） （d）（e）（f）（g）（h）

滋 賀
職 業 能 力 開 発
促 進 セ ン タ ー

テ ク ニ カ ル 
メ タ ル ワ ー ク 科

６ヶ月

60 50 40 67% 6 4 20 11 63%

ビル設備サービス科 80 125 77 96% 14 11 46 28 68%

ＣＡＤ／ＣＡＭ技術科
ＣＡＤ／ＣＡＭ技術科
（ 橋 渡 し 含 む ） 60 124 58 97% 11 9 34 27 84%

ビジネスワーク科 60 175 69 115% 10 10 42 29 75%
光通信施工技術科 
（ 橋 渡 し 含 む ） 72 66 53 74% 12 5 33 26 82%

電 気 設 備 科
電 気 設 備 科 
（ 橋 渡 し 訓 練 ）
生産システム技術科

（短期デュアルコース）
生産システム技術科

（短期デュアルコース）
（橋渡し含む）

40 30 25 63% 1 1 14 10 73%

生 産 技 術 管 理 科
生 産 技 術 管 理 科
（機械保全コース）
生 産 技 術 管 理 科
（電気保全コース）
マネジメント情報システム科 40 45 29 73% 2 2 27 17 66%
マネジメント情報システム科
（ 管 理 コ ー ス ）
マネジメント情報システム科
（ 開 発 コ ー ス ）
介 護 サ ー ビ ス 科 40 83 40 100% 3 1 37 35 95%
情 報 シ ス テ ム サ ー ビ ス 科 
（ Ｗ ｅ ｂ 編 ） 40 102 40 100% 7 4 33 23 73%
情 報 シ ス テ ム サ ー ビ ス 科
（データベース編） 40 52 33 83% 3 2 13 6 53%

機械加工ＮＣ技術科 40 58 39 98% 2 2 19 16 86%
機械加工ＮＣ技術科 
（ 橋 渡 し 訓 練 ）
制御プログラム科 40 40 28 70% 1 1 14 8 60%
制御プログラム科 
（ 橋 渡 し 訓 練 ）

３ヶ月
シ ー ト メ タ ル 科

（短期デュアルコース） 30 15 13 43% 2 0 5 5 100%

Ｃ Ａ Ｄ 製 図 科 96 138 79 82% 2 0 69 33 48%
情報リテラシー科
（橋渡し・単独型）
小　　　計 738 1103 623 84% 76 52 406 274 71%

計 918 1,291 755 82% 0 101 64 483 0 329 72%

　※年度をまたがる訓練科の修了者数（e）については、入校月の年度で計上している。
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平成21年度 平成22年度

定

　

員

応

募

者

数

入

校

者

数

入

校

率

進

級

者

数

中

退

者

数

修

了

者

数

進

学

者

数

就

職

者

数

就

職

率

定

　

員

応

募

者

数

入

校

者

数

入

校

率

進

級

者

数

中

退

者

数

修

了

者

数

進

学

者

数

就

職

者

数

就

職

率

う
ち
就
職
者
数

う
ち
就
職
者
数

（a） （b）（c） （d）（e）（f）（g）（h）（a） （b）（c） （d）（e）（f）（g）（h）

60 68 43 72% 11 9 39 26 73% 60 50 31 52% 15 13 12 8 84%

80 157 80 100% 10 7 71 53 77% 72 128 72 100% 14 11 59 46 81%

60 131 58 97% 6 3 51 43 85%

60 187 59 98% 6 5 51 39 79%

3 3 14 11 82%

72 82 50 69% 8 4 46 23 54% 2 2 2 1 75%

72 121 64 89% 9 8 41 27 71% 72 88 55 76% 16 13 37 30 86%

（18） （14） （5）（28%） （0） （0） （5） （0） （0%）

40 11 10 25% 2 2 13 8 67%

40 25 25 63% 2 2 25 21 85%

36 50 35 97% 6 5 14 11 84% 2 2 11 9 85%

30 19 17 57% 4 3 13 9 75%

30 25 20 67% 3 2 9 6 73%

60 50 34 57% 4 3 30 21 73%

80 76 40 50% 3 3 37 17 50%

0 0 17 7 41%

40 62 33 83% 1 0 36 26 72% 40 34 26 65% 4 2 21 20 96%

（20） （12） （7）（35%） （1） （0） （6） （0） （0%）

60 114 53 88% 6 6 37 24 70% 60 65 52 87% 19 11 32 21 74%

（15） （5） （3）（20%） （0） （0） （3） （0） （0%）

30 37 17 57% 3 2 13 11 87% 30 13 6 20% 1 1 10 9 91%

96 113 67 70% 2 1 73 36 50% 1 0 13 7 54%

15 3 2 13% 2 1 50%

801 1,145 602 75% 74 58 546 354 68% 494 564 347 70% 0 89 65 283 0 217 81%

981 1,418 775 79% 0 123 94 663 0 431 69% 674 791 491 73% 0 145 105 383 0 281 79%

　入校率（c）＝入校者数（b）／延定員（a）
　就職率（h）＝就職者数（g）＋中退就職者数（d）／修了者数（e）＋中退就職者数（d）
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　④普通職業訓練・短期課程（知的障害者対象）

施　設　名 訓　練　科 訓練期間

平成20年度

定

　

員

応

募

者

数

入

校

者

数

入

校

率

進

級

者

数

中

退

者

数

修

了

者

数

進

学

者

数

就

職

者

数

就

職

率

う
ち
就
職
者
数

（a） （b）（c） （d）（e）（f）（g）（h）

高 等 技 術 専 門 校 
草 津 校 舎 
（ 平 成20年 度 ま で
草津高等技術専門校）

総 合 実 務 科 
（販売事務コース・
ＯＡ事 務コース）

１年

20 21 20 100% 14 12 6 1 5 94%

６ヶ月

合　　　計 20 21 20 100% 0 14 12 6 1 5 94%
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平成21年度 平成22年度

定

　

員

応

募

者

数

入

校

者

数

入

校

率

進

級

者

数

中

退

者

数

修

了

者

数

進

学

者

数

就

職

者

数

就

職

率

定

　

員

応

募

者

数

入

校

者

数

入

校

率

進

級

者

数

中

退

者

数

修

了

者

数

進

学

者

数

就

職

者

数

就

職

率

う
ち
就
職
者
数

う
ち
就
職
者
数

（a） （b）（c） （d）（e）（f）（g）（h）（a） （b）（c） （d）（e）（f）（g）（h）

15 19 15 100% 8 6 7 4 77% 15 25 15 100% 11 9 4 0 3 92%

5 4 4 80% 2 2

5 3 3 60% 3 2 67%

20 22 18 90% 0 8 6 10 0 6 75% 20 29 19 95% 0 13 11 4 0 3 93%

　入校率（c）＝入校者数（b）／延定員（a）
　就職率（g）＝就職者数（f）＋中退就職者数（d）／修了者数（e）＋中退就職者数（d）
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　　⑤高度職業訓練・短期課程（在職者対象）

施　設　名 訓　練　系 コース内容
平成20年度

開 催 回 数 受 講 者 数

滋 賀 
職 業 能 力 開 発 
促 進 セ ン タ ー

機 　 械 　 系 ＮＣ機械、切削工具、精密測定、 
音・振動測定、機械保全、生産管理　等 62 520

電 気 ・ 電 子 系 電気保全技術、シーケンス制御、 
光ファイバ技術、電気設備、電子回路　等 56 424

情 報 ・ 通 信 系 コンピュータシステム活用技術、 
Web関連技術、ネットワーク技術 0 0

居 　 住 　 系 建築ＣＡＤ、建築計画、建築設備 1 9

管 理 ・ 事 務 系 物流・生産管理、総務・労務、安全・衛生 0 0

滋 賀 
職 業 能 力 開 発 
短 期 大 学 校

機 　 械 　 系 旋盤のエキスパート、力学応用　等 6 65

電 気 ・ 電 子 系 組み込みアプリケーション開発技術　等 3 30

情 　 報 　 系 パソコンシステム構築技法　等 0 0

居 　 住 　 系 建築構造・材料の実践技術　等 7 78

管 理 ・ 事 務 系 生産現場における安全衛生教育 0 0

計 135 1,126

　　⑥普通職業訓練・短期課程（在職者対象）

施　設　名 訓　練　系 コース内容
平成20年度

開 催 回 数 受 講 者 数

高 等 技 術 専 門 校 
米 原 校 舎 

（ 平 成20年 度 ま で
近江高等技術専門校）

機 械 加 工 系 フライス盤、ＮＣ旋盤作業　等 52 433

溶 　 接 　 系 アーク溶接、半自動溶接　等 19 100

電 気 ・ 電 子 系 電気計測、電気主任技術者関連分野　等 31 252

建 　 築 　 系 建築製図　等 8 42

制 　 御 　 系 ＰＬＣ制御、空気圧制御技術　等 33 219

高 等 技 術 専 門 校 
草 津 校 舎 

（ 平 成20年 度 ま で
草津高等技術専門校）

機 械 加 工 系 フライス盤、ＮＣ旋盤作業　等 48 356

溶 　 接 　 系 アーク溶接、産業用ロボット特別教育　等 23 150

電気･電子･制御系 有接点シーケンス制御入門　等 0 0

計 214 1,552
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平成21年度 平成22年度
備　　　考

開 催 回 数 受 講 者 数 開 催 回 数 受 講 者 数

61 541 62 620

49 311 41 400

0 0 0 0

1 4 2 20

0 0 0 0

22 190 11 96

6 47 5 26

0 0 0 0

1 6 5 31

0 0 0 0

140 1,099 126 1,193

平成21年度 平成22年度
備　　　考

開 催 回 数 受 講 者 数 開 催 回 数 受 講 者 数

51 426 38 247

25 161 20 102

32 357 24 119

10 43 16 58

22 150 21 126

47 315 42 278

22 118 19 75

0 0 0 0

209 1,570 180 1,005
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（２）施設外委託訓練
　　①普通職業訓練・短期課程

施　設　名 区　　分 訓練期間

平成20年度

実
施
コ
ー
ス
数

延

定

員

応

募

者

数

入

校

者

数

入

校

率

中

退

者

数

修

了

者

数

就

職

者

数

就

職

率

う
ち
就
職
者
数

（a） （b）（c） （d）（e） （f） （g）

高 等 技 術 専 門 校 
草 津 校 舎 

（ 平 成20年 度 ま で
草津高等技術専門校）

知 識 等 習 得 コ ー ス ２ヶ月～ 
３ヶ月 5 64 103 44 69% 3 1 41 27 67%

委 託 訓 練 活 用 型 
デ ュ ア ル シ ス テ ム ４ヵ月 5 63 88 57 90% 2 1 54 39 73%

高 等 技 術 専 門 校 
米 原 校 舎 

（ 平 成20年 度 ま で
近江高等技術専門校）

知 識 等 習 得 コ ー ス １ヶ月～ 
６ヶ月 5 59 129 44 75% 5 4 39 30 79%

資 格 取 得 コ ー ス Ⅰ 12ヶ月

資 格 取 得 コ ー ス Ⅱ 12ヶ月

定 住 外 国 人 向 け 
職 業 訓 練 コ ー ス ４ヶ月

委 託 訓 練 活 用 型 
デ ュ ア ル シ ス テ ム ４ヶ月 3 42 50 31 74% 2 1 29 19 67%

滋 賀 
職 業 能 力 開 発 
促 進 セ ン タ ー

知 識 習 得 コ ー ス
３ヵ月 34 370 1,195 368 99% 24 16 244 176 74%

６ヶ月

実 習 等 訓 練 コ ー ス ３ヵ月

知 識 実 践 習 得 ４ヵ月

委 託 訓 練 活 用 型 
デ ュ ア ル シ ス テ ム ４ヵ月 28 370 558 345 93% 60 34 285 195 72%

再チャレンジコース ３ヵ月 7 80 131 79 99% 8 5 71 50 72%

企 業 実 習 先 行 型
訓 練 コ ー ス ４ヵ月 3 3 4 3 100% 1 0 2 2 100%

計 90 1,051 2,258 971 92% 105 62 765 538 73%
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平成21年度 平成22年度

実
施
コ
ー
ス
数

延

定

員

応

募

者

数

入

校

者

数

入

校

率

中

退

者

数

修

了

者

数

就

職

者

数

就

職

率

実
施
コ
ー
ス
数

延

定

員

応

募

者

数

入

校

者

数

入

校

率

中

退

者

数

修

了

者

数

就

職

者

数

就

職

率

う
ち
就
職
者
数

う
ち
就
職
者
数

（a） （b）（c） （d）（e） （f） （g） （a） （b）（c） （d）（e） （f） （g）

66 895 1,862 835 93% 78 56 757 466 64% 73 989 1912 936 95% 86 60 850 493 61%

1 26 33 26 100% 10 0 － － － 2 30 46 24 80% 7 1 － － －

1 20 33 16 80% 6 0 10 9 90%

1 15 29 14 93% 0 0 14 7 50% 3 45 61 33 73% 6 4 27 13 55%

8 105 141 94 90% 20 13 74 45 67% 6 79 87 57 72% 8 6 49 35 75%

12 163 421 143 88% 20 11 129 79 64% 9 1 66 40 61%

5 75 132 69 92% 1 1 15 7 50% 10 8 44 23 60%

1 1 1 1 100% 0 0 1 1 100%

8 110 140 101 92% 25 14 84 60 76% 6 3 15 9 67%

21 290 511 276 95% 50 33 267 196 76% 12 180 253 166 92% 42 19 153 129 86%

6 80 107 56 70% 2 2 65 39 61% 3 30 95 30 100% 0 0 15 9 60%

4 4 6 4 100% 0 0 4 3 75% 1 1 1 1 100% 0 0 2 2 100%

133 1,764 3,383 1,619 92% 206 130 1,410 903 67% 101 1,374 2,488 1,263 92% 180 102 1,231 762 65%

　入校率（c）＝入校者数（b）／延定員（a）
　就職率（g）＝就職者数（f ）＋中退就職者数（d）／修了者数（e）＋中退就職者数（d）
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　　②普通職業訓練・短期課程（母子家庭の母等対象・女性の再チャレンジ）

施　設　名 区　　分 訓練期間

平成20年度

実
施
コ
ー
ス
数

延

定

員

応

募

者

数

入

校

者

数

入

校

率

中

退

者

数

修

了

者

数

就

職

者

数

就

職

率

う
ち
就
職
者
数

（a） （b）（c） （d）（e） （f） （g）

高 等 技 術 専 門 校
草 津 校 舎

（ 平 成20年 度 ま で
草津高等技術専門校）

知 識 等 習 得 コ ー ス 
（ 集 合 型 ）

２ヶ月～ 
３ヶ月 3 36 43 32 89% 1 31 22 71%

知 識 等 習 得 コ ー ス 
（ 追 加 枠 設 定 型 ）

２ヶ月～ 
３ヶ月 26 50 54 49 98% 12 5 37 28 79%

女性の再チャレンジ ２ヶ月～ 
３ヶ月 1 10 11 9 90% 1 8 3 38%

高 等 技 術 専 門 校 
米 原 校 舎 

（ 平 成20年 度 ま で
近江高等技術専門校）

知 識 等 習 得 コ ー ス 
（ 集 合 型 ）

２ヶ月～ 
３ヶ月 1 12 9 9 75% 2 7 6 86%

知 識 等 習 得 コ ー ス 
（ 追 加 枠 設 定 型 ）

２ヶ月～ 
３ヶ月 11 16 16 16 100% 5 3 11 5 57%

女性の再チャレンジ ２ヶ月～ 
３ヶ月 1 10 6 6 60% 1 1 5 4 83%

計 43 134 139 121 90% 22 9 99 68 71%
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平成21年度 平成22年度

実
施
コ
ー
ス
数

延

定

員

応

募

者

数

入

校

者

数

入

校

率

中

退

者

数

修

了

者

数

就

職

者

数

就

職

率

実
施
コ
ー
ス
数

延

定

員

応

募

者

数

入

校

者

数

入

校

率

中

退

者

数

修

了

者

数

就

職

者

数

就

職

率

う
ち
就
職
者
数

う
ち
就
職
者
数

（a） （b）（c） （d）（e） （f） （g） （a） （b）（c） （d）（e） （f） （g）

4 48 51 38 79% 3 2 35 17 51% 4 48 62 40 83% 6 4 34 30 89%

28 52 50 45 87% 6 4 39 15 44% 22 47 57 42 89% 7 2 35 27 78%

2 20 14 12 60% 1 0 11 2 18% 1 10 10 10 100% 1 0 9 0 0%

34 120 115 95 79% 10 6 85 34 44% 27 105 129 92 88% 14 6 78 57 75%

　入校率（c）＝入校者数（b）／延定員（a）
　就職率（g）＝就職者数（f）＋中退就職者数（d）／修了者数（e）＋中退就職者数（d）
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　　③普通職業訓練・短期課程（障害者対象）

施　設　名 区　　分 訓練期間

平成20年度

実
施
コ
ー
ス
数

延

定

員

応

募

者

数

入

校

者

数

入

校

率

中

退

者

数

修

了

者

数

就

職

者

数

就

職

率

う
ち
就
職
者
数

（a） （b）（c） （d）（e） （f） （g）

高 等 技 術 専 門 校 
草 津 校 舎 

（ 平 成20年 度 ま で
草津高等技術専門校）

総 合 実 践 科 １ヶ月～ 9 9 9 9 100% 9 5 56%

総 合 技 能 科 １ヶ月～ 7 28 22 22 79% 3 1 19 2 15%

高 等 技 術 専 門 校 
米 原 校 舎 

（ 平 成20年 度 ま で
近江高等技術専門校）

総 合 実 践 科 １ヶ月～ 2 2 2 2 100% 2 0%

総 合 技 能 科 １ヶ月～ 7 28 25 23 82% 3 20 2 10%

計 25 67 58 56 84% 6 1 50 9 20%

　　④就職基礎能力速成講座

施　設　名 区　　分 訓練期間

平成20年度

実
施
コ
ー
ス
数

延

定

員

応

募

者

数

入

校

者

数

入

校

率

中

退

者

数

修

了

者

数

就

職

者

数

就

職

率

う
ち
就
職
者
数

（a） （b）（c） （d）（e） （f） （g）

労 政 能 力 開 発 課 就 職 力 ス テ ッ プ
ア ッ プ 講 座 ７日間 5 100 69 59 59% 1 0 58 15 26%
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平成21年度 平成22年度

実
施
コ
ー
ス
数

延

定

員

応

募

者

数

入

校

者

数

入

校

率

中

退

者

数

修

了

者

数

就

職

者

数

就

職

率

実
施
コ
ー
ス
数

延

定

員

応

募

者

数

入

校

者

数

入

校

率

中

退

者

数

修

了

者

数

就

職

者

数

就

職

率

う
ち
就
職
者
数

う
ち
就
職
者
数

（a） （b）（c） （d）（e） （f） （g） （a） （b）（c） （d）（e） （f） （g）

3 3 3 3 100% 0 0 3 2 67% 3 3 3 3 100% 0 0 3 3 100%

19 49 47 39 80% 6 0 33 6 18% 12 39 32 31 79% 4 0 27 6 22%

22 52 50 42 81% 6 0 36 8 22% 15 42 35 34 81% 4 0 30 9 30%

　入校率（c）＝入校者数（b）／延定員（a）
　就職率（g）＝就職者数（f）＋中退就職者数（d）／修了者数（e）＋中退就職者数（d）

平成21年度

実
施
コ
ー
ス
数

延

定

員

応

募

者

数

入

校

者

数

入

校

率

中

退

者

数

修

了

者

数

就

職

者

数

就

職

率

う
ち
就
職
者
数

（a） （b）（c） （d）（e） （f） （g）

5 100 73 62 62% 7 2 55 12 25%

　入校率（c）＝入校者数（b）／延定員（a）
　就職率（g）＝就職者数（f）＋中退就職者数（d）／修了者数（e）＋中退就職者数（d）
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３　特別に配慮を要する者に対する援助対策等

（１）訓練手当
　母子家庭の母、障害者等の雇用対策法施行規則に規定された求職者で、公共職業安定
所長の受講指示により、公共職業訓練を受ける者に対して訓練手当を支給している。た
だし、雇用保険基本手当等の支給を受けることができる者に対しては、原則として訓練
手当は支給されない。

訓 練 手 当 支 給 状 況
� （単位：人、千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

高 等 技 術 専 門 校 草津校舎 15 25 31

米原高等技術専門校 米原校舎 9 4 5 37 46

滋賀職業能力開発促進センター 14 9 11 13 10

滋賀職業能力開発短期大学校

県 外 障 害 者 職 業 能 力 開 発 校 2 3 3 2 1

施設内訓練計 9 9 8 4 1

支　給　額 7,046 9,474 5,138 3,289 473

施設外委託訓練計 31 32 42 48 56

支　給　額 11,120 13,217 15,878 17,069 20,390

合　　　　　計 40 41 50 52 57

支 給 額 合 計 18,166 22,691 21,015 20,357 20,863

（２）障害者の職業能力開発の推進
　障害者の職業訓練については、施設・設備の整備を図りつつ、一般の公共職業能力開
発施設への入校を促進しているが、平成16年度からは一人ひとりの障害の態様に応じた
「障害者委託訓練」を、平成17年度からは高等技術専門校草津校舎において知的障害者
を対象とした「総合実務科」を開始している。

（３）母子家庭の母等の職業能力開発の推進
　就労経験の少ない母子家庭の母等の就職を促進するため、知識・技能を習得する本訓
練に、ビジネスマナー等の基礎的な就職能力を習得する事前講習を組み合わせた委託訓
練を平成17年度より開始した。
　また、平成19年度からは、出産・育児等によりやむなく退職となったが再就職を希望
する女性を対象として委託訓練を実施した。（平成23年度からはセミナーに変更）

（４）定住外国人の職業能力開発の推進
　日本に定住する意思があり、就職意識の高い外国人の就職を促進するため、日本で働
くために必要な基礎能力であるビジネスマナー等を習得する委託訓練を平成21年度より
開始した。
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第４章　民間職業訓練

１　認定職業訓練

　認定職業訓練は、事業主等が雇用する労働者等に対して体系的かつ合理的な方法で行
う教育訓練で、技能労働者の育成並びに地位向上を目的として、職業能力開発促進法に
基づき都道府県知事が認定した訓練のことをいい、本県においても産業発展を支える重
要な役割を果たしている。
　訓練の方法としては、事業主が単独で行う単独職業訓練と、事業主や事業主の団体が
共同で実施する共同職業訓練があり、県内には併せて30校（うち７校は休止中）の訓練
施設がある。
　なお、認定職業訓練を実施することで、次のような効果が発生する。

①　一定の要件を満たす認定職業訓練施設については、職業能力開発校、職業能力開
発短期大学校、職業能力開発大学校または職業能力開発促進センターという名称を
用いることができる。

②　所要の手続きを経た上で、訓練に必要な範囲で、訓練生に対し労働基準法や労働
安全衛生法で規定している年少労働者の危険、有害業務の就業制限等の特例が認め
られる。

③　訓練生が定時制や通信制の高校教育を受けている場合に、この職業能力開発施設
が都道府県教育委員会の指定を受けているときは、当該職業能力開発施設での訓練
の教科の一部が高校教育の教科の一部とみなされる。

④　認定職業訓練の修了者は、技能検定、職業訓練指導員試験および職業訓練指導員
免許の取得にあたって、試験の一部免除、必要な実務経験の年数の短縮など各種の
特典が与えられるほか、関連する国家試験の受験や免許の取得に際しても有利に取
り扱われる。

⑤　中小企業事業主団体等が実施する認定職業訓練にあっては、国および県からその
訓練経費の一部について補助金が交付される。

⑥　長期間の訓練課程の修了の際、技能照査に合格したものは技能士補と称すること
を認められる。
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認　定　職　業　訓　練　概　要
� （平成23年４月１日現在）

認定職業訓練校名
【運営主体団体名】 訓練課程 訓練科名・コース名 所 　 在  　地

電話番号

ＦＡＸ番号

木澤社寺建築高等職業訓練校
【（株）木澤工務店】 短期 建築科 

宮大工研修コース
〒５２９－１３１４
愛知郡愛荘町中宿１７３

0749-42-2859

パナホーム（株） 
西部職業能力開発校
【パナホーム（株）人事部】

短期 プレハブ建築科
〒５２７－０１２３
東近江市中岸本町２８１

0749-45-1201
0749-45-2523

ルネサス関西セミコンダクタ（株） 
研修センター
【ルネサス関西セミコンダクタ（株）】

短期
電子機器科、機械加工科
電子制御科、生産保全科
半導体製品科

〒５２０－０８３３
大津市晴嵐二丁目９－１

077-537-7593
077-534-9001

（株）パナソニック 
マーケティングスクール
【（株）パナソニックマーケティングスクール】 短期

経営管理科、配管科
冷凍空気調和機器設備科
インテリアサービス科
建築科、電気工事科
構内電話交換科
一般事務科、環境科

〒５２５－００５８
草津市野路東二丁目１２－１

077-563-5224
077-563-5264

アイムヘアメイクアカデミー
【（有）アイムインターナショナル】 短期 美容科

〒５２５－００５９
草津市野路一丁目８－１２
　ＥＥビル　203号室

077-566-5006
077-566-5008

たねやアカデミー
【（株）たねや】 普通（１年） パン・菓子製造科 〒５２３－０８２８

近江八幡市宮内町２４６
0749-49-5955
0749-42-5777

三菱重工業（株） 
工作機械事業部教育訓練センター
【三菱重工業（株）】

普通（１年） 機械加工科
〒５２０－３０８０
栗東市六地蔵１３０

077-553-1643
077-553-1941

日本塗装技術センター
【イサム塗料（株）】 短期 自動車塗装科

建築塗装科
〒５２５－００７２
草津市笠山八丁目２－１

077-562-1360
077-562-1364

日研総業（株） 
彦根トレーニングセンター
【日研総業（株）】 短期

家電機器組立科
電子機器製造科
半導体製品製造科
生産設備保全科

〒５２２－０２０１
彦根市高宮町１６６４－２

0749-21-3741
0749-27-1791

滋賀県理容美容学園
【（職）滋賀県理容美容教育協会】

普通（２年）
短期

理容科
美容科

〒５２４－０００１
守山市川田町２２１６－３

077-586-8088
077-588-0083

滋賀県電気技術専門学院
【（職）滋賀県電気工事技術協会】 短期 電気工事科

経理事務科
〒５２５－００４１
草津市青地町２９９－１

077-562-2069
077-562-2081

滋賀県瓦高等職業訓練校
【（職）いらか会】

普通（２年）
短期 屋根施工科 〒５２４－０１０４

守山市木浜町１００
077-585-3600
077-585-3601

滋賀県八幡建築高等職業訓練校
【（職）八幡工匠会】

普通（２年）
短期 木造建築科 〒５２３－００３２

近江八幡市白鳥町１３３－６
0748-33-0688
0748-32-7734

滋賀県造園高等訓練校
【（職）滋賀県造園協会】 短期 造園科 〒５２０－００４４

大津市京町三丁目１－３
077-524-5128
077-524-3941

滋賀県畳高等職業訓練校
【滋賀県畳工業協同組合】 普通（２年）

短期 畳科
〒５２３－００５７
近江八幡市田中江町２２０
　（有）ツジイチ内

0748-37-2224
同上

滋賀県板金高等技術専門校
【（職）滋賀県板金訓練協会】 普通（２年）

短期
建築板金科
管理監督者コース

〒５２０－０８０６
大津市打出浜１３－３９

077-523-1737
077-523-1746

滋賀県プラスチック共同職業訓練校
【滋賀県プラスチック工業会】 短期 プラスチック成形科 〒５２０－０８６５

大津市南郷五丁目２－１４
077-534-9382
077-533-2608
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認定職業訓練校名
【運営主体団体名】 訓練課程 訓練科名・コース名 所 　 在  　地

電話番号

ＦＡＸ番号

滋賀県溶接職業訓練校
【（職）滋賀県溶接訓練協会】 短期 溶接科 〒５２０－０８６５

大津市南郷五丁目２－１４
077-534-1140
077-534-1173

滋賀県塗装共同職業訓練校
【（職）滋賀県塗装訓練協会】 短期 塗装科 〒５２０－０８６５

大津市南郷五丁目２－１４
077-534-9382
077-533-2608

滋賀県事業内職業訓練センター
【滋賀県職業能力開発協会】 短期 指導方法コース

管理監督者コース
〒５２０－０８６５
大津市南郷五丁目２－１４

077-533-0850
077-537-6540

滋賀県自動車整備研修センター
【（社）滋賀県自動車整備振興会】 短期 自動車整備科 〒５２４－０１０４

守山市木浜町２２９８－１
077-585-2221
077-585-7500

滋賀県調理短期大学校
【（職）滋賀県調理技能協会】 専門（２年） 調理技術科 〒５２６－００２５

長浜市分木町８－５
0749-62-0795

同上

テクニカルスクール
【職業訓練校テクニカルスクール】

普通（２年）
短期 美容科 〒５２９－１３１３

愛知郡愛荘町市１７０５－１
0749-42-4657

（休止中）

認定職業訓練校名 
【運営主体団体名】 訓練課程 訓練科名・コース名 所 　 在  　地

電話番号

ＦＡＸ番号

木澤社寺建築高等職業訓練校
【（株）木澤工務店】

普通（２年）
短期

建築科
管理監督者コース

〒５２９－１３１４
愛知郡愛荘町中宿１７３

0749-42-2859

パナホーム（株） 
西部職業能力開発校
【パナホーム（株）】

普通（１年） プレハブ建築科
〒５２７－０１２３
東近江市中岸本町２８１

0749-45-1201
0749-45-2523

積水ハウス（株） 
中日本教育訓練センター
【積水ハウス（株）】

普通（１年）
短期

プレハブ建築科
造園科

〒５２０－３０２６
栗東市下鈎２７４

077-553-4661
077-553-9280

滋賀高等学園
【村岡通信建設（株）】 普通（３年） 電気通信設備科 〒５２５－００６６

草津市矢橋町２０７５－１
077-564-8648
077-562-7089

滋賀ヘアビジネス・スクール
【（有）タグチ】 短期 ヘアデザイン科 〒５２０－０８４３

大津市北大路一丁目１０－１１
077-534-6980
077-543-9633

たねやアカデミー
【（株）たねや】 短期 パン・菓子製造科 〒５２３－０８２８

近江八幡市宮内町２４６
0749-49-5955
0749-42-5777

滋賀県石共同職業訓練校
【滋賀県石材組合連合会】 短期 石材科 〒５２９－０３５４

東浅井郡湖北町山本３４２７
0749-79-0246
0749-79-0833

滋賀県電気技術専門学院
【（職）滋賀県電気工事技術協会】 普通（１年） 電気工事科 〒５２５－００４１

草津市青地町２９９－１
077-562-2069
077-562-2081

滋賀県造園高等訓練校
【（職）滋賀県造園協会】 普通（１年） 造園科 〒５２０－００４４

大津市京町三丁目１－３
077-524-5128
077-524-3941

滋賀県自動車車体専修職業訓練校
【（職）車体整備訓練協会】 短期 塗装科 〒５２０－３０２２

栗東市上鈎１１６－２
077-553-5886
077-553-5885

滋賀県東部美容職業訓練校
【ＴＨＩＮＫ２１】 短期 美容科

〒５２９－１１３１
愛知郡愛荘町愛知川７－５
　ユリ美容室内

0749-42-3511
0749-42-3512

滋賀県シートメタルスクール
【滋賀県シートメタル工業会】 短期 工場板金科

〒５２０－３０２４
栗東市小柿三丁目６－４
　（株）アマダ内

077-553-1591
077-553-7472
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２　認定職業訓練実施状況

（１）長期間の訓練課程� （単位：人）

認定職業訓練校名 職業訓練の 
種類・課程 訓練科名

修　了　者　数 23年４月30日現在

累計 
（19年度
　まで）

20年度 21年度 22年度 計 入校生 在校生 計

単　
　
　

独

積水ハウス（株）
中日本
教育訓練センター

プレハブ建築科 281 14 休止中 295 

たねやアカデミー パン・菓子製造科 82 9 10 9 110 4 0 4 

三菱重工業（株）
工作機械事業部
教育訓練センター

機械加工科 70 24 28 14 136 14 0 14 

共　
　
　

同

滋賀県理容美容学園

普通・普通

理容科 477 4 1 4 486 6 2 8 

美容科 178 4 10 18 210 11 8 19 

滋賀県瓦
高等職業訓練校 屋根施工科 279 3 2 0 284 3 6 9 

滋賀県八幡建築
高等職業訓練校 木造建築科 270 3 4 0 277 0 5 5 

滋賀県造園
高等職業訓練校 造園科 125 休止中 125 

滋賀県畳
高等職業訓練校 畳科 85 4 1 3 93 0 0 0 

滋賀県板金
高等技術専門校 建築板金科 195 11 0 13 219 6 0 6 

職業訓練校
テクニカルスクール 美容科 8 3 3 5 19 2 5 7 

滋賀県調理短期大学校 高度・専門 調理技術科 300 24 22 17 363 22 22 44 

計 2,350 103 81 83 2,617 68 48 116 
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（２）短期間の訓練課程� （単位：人）

認定職業訓練校名 訓練科名

修　了　者　数
23年度 
計画累計 

（17年度
　まで）

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 計

単　
　
　

独

木澤社寺建築 
高等職業訓練校 建築科 12 12 10 34 10 

パナホーム（株） 
西部職業能力開発校 プレハブ建築科 18,868 870 326 616 725 1,031 22,436 1,540 

ルネサス関西セミコンダク
タ（株）研修センター 電子機器科　他４科 2,256 159 161 154 126 114 2,970 199 

（株）パナソニック 
マーケティングスクール

販売科、経営管理科、 
配管科　他７科 19,346 120 156 185 261 414 20,482 400 

積水ハウス（株） 
中日本教育訓練センター

プレハブ建築科、 
造園科 2,290 58 19 18 休止中 2,385 

アイム 
ヘアメイクアカデミー 美容科 479 96 105 53 38 26 797 16 

日本塗装技術センター 自動車塗装科、 
建築塗装科 998 71 25 40 19 39 1,192 48 

日研総業（株）彦根 
トレーニングセンター 家電機器組立科　他３科 － 392 431 75 0 0 898 10 

共　
　
　

同

滋賀県理容美容学園 理容科、美容科 7,023 53 72 22 13 6 7,189 15 

滋賀電気技術専門学院 電気工事科、経理事務科 4,085 65 47 97 70 67 4,431 84 

滋賀県瓦 
高等職業訓練校 屋根施工科 395 10 10 10 10 10 445 10 

滋賀県八幡建築 
高等職業訓練校 木造建築科 634 33 40 39 26 14 786 25 

滋賀県造園 
高等職業訓練校 造園科 2,600 52 72 45 31 24 2,824 40 

滋賀県畳 
高等職業訓練校 畳科 476 4 0 0 5 0 485 0 

滋賀県自動車車体 
専修職業訓練校 塗装科 2,003 休止中 2,003 

滋賀県左官 
高等職業訓練校 左官・タイル科 130 廃止 130 

滋賀県板金 
高等技術専門校 建築板金科 4,995 126 125 108 52 52 5,458 70 

滋賀県プラスチック 
共同職業訓練校 プラスチック成型科 2,293 36 27 37 14 15 2,422 40 

滋賀県溶接職業訓練校 溶接科 816 33 68 70 74 34 1,095 75 

滋賀県塗装 
共同職業訓練校 塗装科 1,257 23 19 22 21 9 1,351 34 

湖南高等職業訓練校 機械科　他８科 7,375 48 29 27 11 7 7,497 廃止

滋賀県自動車整備 
研修センター 自動車整備科 8,750 465 444 438 396 402 10,895 375 

滋賀県 
シートメタルスクール 工場板金科 153 休止中 153 

職業訓練校 
テクニカルスクール 美容科 125 31 36 26 25 16 259 80 

計 87,347 2,745 2,212 2,094 1,929 2,290 98,617 3,071 
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３　職業能力開発推進者

　職業能力開発促進法第12条では、事業主は企業内の職業能力開発の責任者である職業
能力開発推進者を選任するよう努めなければならないとされており、選任した場合は、
滋賀県職業能力開発協会に選任届を提出することとされている。

職業能力開発推進者の選任状況
� （単位：人）

業　種　区　分 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

建 設 業 401 414 421 459 480

製 造 業 500 520 543 562 552

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業 41 44 43 45 39

運 　 輸 ・ 通 信 業 54 59 60 61 49

卸 ・ 小 売 ・ 飲 食 業 211 222 231 240 184

金 　 融 ・ 保 険 業 15 16 15 15 16

サ ー ビ ス 業 ・ そ の 他 302 308 322 333 443

計 1,524 1,583 1,635 1,715 1,763

� 注：各年度末の数字　
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第５章　職業訓練指導員

１　職業訓練指導員

　訓練生に技能を習得させ、向上を図るために最も重要な条件となるものは、直接訓練
生を指導する職業訓練指導員の指導能力、すなわち資質によると言っても差し支えない。
そのため、指導員は常に自己研鑽を積み、豊富な知識や高い水準の技能習得に努めなけ
ればならない。
　職業訓練指導員は訓練科に対応する職種ごとの指導員免許が必要であったが、職業能
力開発促進法の一部改正（平成５年４月１日）により、一部の教科につき免許保有者と
同等以上の能力を有する者であれば、指導が可能となった。

（１）職業訓練指導員免許
　職業訓練指導員の免許は、下記の①～③のいずれかに該当する者に与えられる。

①指導員訓練のうち、厚生労働省令で定める訓練課程を修了した者
②職業訓練指導員試験に合格した者
③職業訓練指導員の業務に関して、上記の者と同等以上の能力を有すると認めら

れる者

職業訓練指導員免許交付状況
� （単位：人）

職業能力開発促進法
第28条第３項

累計
（18年度まで） 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 計

１　号 1,530 0 2 1 0 1,533

２　号 923 18 8 21 12 982

３　号 5,586 31 21 34 26 5,698

合　計 8,039 49 31 56 38 8,213
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職業訓練指導員免許資格

根　　　拠
（職業能力開発促進法

第28条第３項）　
内　　　容 実務経験

１　　　号 指導員訓練のうち、長期または専門課程を修了した者 －
２　　　号 職業訓練指導員試験に合格した者 －

３号

施
行
規
則
第
39
条

１　号 １級の技能検定または等級に区分しないで行う技能検定（単一等級の技能検
定）に合格した者で、厚生労働大臣が指定する講習を修了した者 －

２　号
免許職種に関する学科を修めた者で、工業、工業実習、農業、農業実習、水
産、水産実習、商業、商業実習、家庭または家庭実習の教科についての高等
学校の教員の普通免許状を有する者

－

３　号 旧法の職業訓練大学校における職業訓練指導員の訓練で、長期訓練または短
期訓練の課程を修了した者 －

４　号 旧法の職業訓練指導員試験に合格した者 －

規
則
附
則
第
９
条

１  号 大学（短期大学は除く）において免許職種に関する学科を修めて卒業した者 ２年

２　号 短期大学または高等専門学校において免許職種に関する学科を修めて卒業し
た者 ４年

２号の２ 免許職種に相当する応用課程の高度職業訓練に係る訓練科に関し技能照査に
合格した者 １年

２号の３ 免許職種に相当する専門課程の高度職業訓練（改正前の専門課程および専門
訓練課程の養成訓練を含む）に係る訓練科に関し技能照査に合格した者 ３年

告
示
第
38
号

１　号 専門課程の高度職業訓練(養成訓練)を修了した者 ４年
１号の２ 普通課程の普通職業訓練（養成訓練）において技能照査に合格した者 ６年
１号の３ 普通課程の普通職業訓練（養成訓練）を修了した者 ７年

２　号 短期課程の普通職業訓練（700時間以上）を修了した者または職業転換課程
の能力再開発訓練（800時間以上）を修了した者 10年

３　号 専修訓練課程の普通職業訓練（養成訓練）を修了した者 10年

４　号 外国の学校で大学（短大は除く）と同等以上と認められるものにおいて、免
許職種に関する学科を修めて卒業した者 ２年

５　号 旧法の認定職業訓練（訓練期間の基準が３年）または改正前の労働基準法の
認可を受けて行われた技能者養成を修了した者 ７年

６　号 高等学校において免許職種に関する学科を修めて卒業した者 ７年

７　号 旧法の職業訓練（２年および3,600時間）または旧法の認定職業訓練（２年）
を修了した者 ８年

８　号 旧法の職業訓練（１年および1,800時間）または旧法の公共職業補導所の職業
補導（１年および1,824時間）を修了した者 10年

９　号 旧法施行前の失業保険法の職業訓練（１年および1,824時間）を修了した者 10年

10　号 改正省令前の都道府県が設置する施設で、家事サービス職業訓練を担当して
いた者 －

11　号 旧訓練法規則の特別高等訓練課程の養成訓練において技能照査に合格した者 ３年
11号の２ 旧訓練法規則の特別高等訓練課程の養成訓練を修了した者 ４年
11号の３ 旧訓練法規則の高等訓練課程の養成訓練において技能照査に合格した者 ６年
12　号 旧訓練法規則の高等訓練課程の養成訓練を修了した者 ７年
13　号 旧訓練法規則の専修訓練課程の養成訓練を修了した者 10年
14　号 厚生労働省職業能力開発局長が認めた者 －

（注）　規則附則第９条および告示第38号に該当するものは職業訓練指導員講習（48時間講習）を
　　　修了することが必要



― 52 ―

（２）職業訓練指導員試験
　職業訓練指導員試験は、職業訓練指導員免許を受けようとする者の適否を判断する
ため都道府県知事が実施するもので、この試験の合格者は職業訓練指導員免許の申請
資格が得られる。
　試験は、実技試験および学科試験に区分して行われるが、一定の資格を有する者に
対しては、実技の全部、学科試験の全部または一部が免除されることになっている。

職業訓練指導員試験の受検資格および免除の範囲（その１）

受　　験　　資　　格

（主　な　も　の）
実務経験
年　　数

免除の範囲

実技

学　科
関連学科

指導 
方法系基礎 

学　科
専攻 
学科

職
業
能
力
開
発

長期課程の指導員訓練修了 １年以上
○応用課程の高度職業訓練修了 ０年 ◎ ◎
○専門課程の高度職業訓練修了 １年以上 ◎ ◎
○普通課程の普通職業訓練修了 ２年以上
○専修訓練課程の普通職業訓練修了 ３年以上
○短期課程の普通職業訓練（700時間以上）修了 ３年以上

学
校
教
育

●大学卒業 １年以上 ◎ ◎
●短期大学卒業 ２年以上
●高等専門学校卒業 ２年以上 ◎ ◎
●高等学校卒業 ３年以上
　高等学校卒業 ５年以上

厚
生
労
働
大
臣
が 

指
定
す
る
学
校

○専門課程（２年）の専修学校卒業 ３年以上
○専門課程（３年）の専修学校卒業 ２年以上
○高等課程もしくは一般課程（２年）の専修学校 
または各種学校（２年）卒業 ４年以上

○高等課程もしくは一般課程（３年）の専修学校 
または各種学校（３年）卒業 ３年以上

免許職種に関し、１級または単一等級の技能検定に合格した者
（｢バルコニー施工｣および｢電子回路接続｣を除く） ０年 ◎ ◎ ◎

免許職種に関し、技能検定２級に合格した者 ０年 ◎
免許職種に関し、実務経験のみ ８年以上

免許職種に関する職業訓練指導員試験

実技試験合格者 － ◎
系基礎学科合格者 － ◎
専攻学科合格者 － ◎
指導方法合格者 － ◎

免許職種と同一系の職業訓練指導員免許交付を受けた者 － ◎ ◎
免許職種と同一系でない職業訓練指導員免許交付を受けた者 － ◎

（注）１　｢受験資格｣欄　　○　免許職種の課程修了、●　免許職種に関する学科を履修していること
　　　２　実務経験年数は当該免許職種に限る
　　　３　｢免除の範囲｣欄　　◎　免除される実技または学科 
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職業訓練指導員試験の受検資格および免除の範囲（その２）

免許職種 受験することができる者 試験の免除を
受けることができる者

免除の範囲

実技

学　　科
関連学科

指導
方法系基礎 

学　科
専攻 
学科

溶 接 科
ボイラーおよび圧力容器安全規則に
よるボイラー溶接士免許を有する者

ボイラーおよび圧力容器安全規
則による特別ボイラー溶接士免
許を有する者

◎ ◎ ◎

建 設 機 械 科
建設業法施行令による建設機械施工
の技術検定の合格証明書を有する者

建設業法施行令による建設機械
施工の１級の技術検定の合格証
明書を有する者

◎ ◎

冷 凍 空 調 
機 器 科

高圧ガス保安法による第１種冷凍機
械責任者、第２種冷凍機械責任者ま
たは第３種冷凍機械責任者の免状を
有する者

高圧ガス保安法による第１種冷
凍機械責任者の免状を有する者 ◎ ◎

発 変 電 科

電気事業法施行規則による第１種ボ
イラー・タービン主任技術者または
第２種ボイラー・タービン主任技術
者の免状を有する者

電気事業法施行規則による第１
種ボイラー・タービン主任技術
者の免状を有する者 ◎ ◎

電 気 科

電気事業法施行規則による第１種電
気主任技術者、第２種電気主任技術
者もしくは第３種電気主任技術者の
免状を有する者、改正前の航空機製
造事業法施行規則による電気機器国
家試験の合格証を有する者またはエ
ネルギーの使用の合理化に関する法
律によるエネルギー管理士の免状を
有する者

電気事業法施行規則による第１
種電気主任技術者もしくは第２
種電気主任技術者の免状を有す
る者、改正前の航空機製造事業
法施行規則による電気機器国家
試験の合格証を有する者または
エネルギーの使用の合理化に関
する法律によるエネルギー管理
士の免状を有する者

◎ ◎

送 配 電 科

電気事業法施行規則による第１種電
気主任技術者、第２種電気主任技術
者または第３種電気主任技術者の免
状を有する者

電気事業法施行規則による第１
種電気主任技術者または第２種
電気主任技術者の免状を有する
者

◎ ◎

電 子 科

電波法による第１級陸上無線技術士
もしくは第２級陸上無線技術士もし
くは第１級アマチュア無線技士もし
くは第２級アマチュア無線技士の免
許を有する者または改正前の航空機
製造事業法施行規則による電子機器
国家試験の合格証を有する者

電波法による第１級陸上無線技
術士の免許を有する者 ◎ ◎ ◎

改正前の航空機製造事業法施行
規則による電子機器国家試験の
合格証を有する者

◎ ◎

自動車整備科

自動車整備士技能検定規則による１
級四輪自動車整備士、１級二輪自動
車整備士、２級ガソリン自動車整備
士、２級ジーゼル自動車整備士、２
級三輪自動車整備士または２級二輪
自動車整備士の技能検定の合格証書
を有する者

自動車整備士技能検定規則によ
る１級四輪自動車整備士、１級
二輪自動車整備士、２級ガソリ
ン自動車整備士、２級ジーゼル
自動車整備士、２級三輪自動車
整備士または２級二輪自動車整
備士の技能検定の合格証書を有
する者

◎ ◎ ◎
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免許職種 受験することができる者 試験の免除を
受けることができる者

免除の範囲

実技

学　　科
関連学科

指導
方法系基礎 

学　科
専攻 
学科

自 動 車
車 体 整 備 科

自動車整備士技能検定規則による１
級四輪自動車整備士、２級ガソリン
自動車整備士、２級ジーゼル自動車
整備士、２級三輪自動車整備士また
は自動車車体整備士の技能検定の合
格証書を有する者

自動車整備士技能検定規則によ
る１級四輪自動車整備士、２級
ガソリン自動車整備士、２級ジ
ーゼル自動車整備士または２級
三輪自動車整備士の技能検定の
合格証書を有する者
（＊1：自動車整備（内燃機関除く）
（＊2：車枠および車体整備法除く）

＊１

△ ◎
＊２

△

自動車整備士技能検定規則によ
る自動車車体整備士の技能検定
の合格証書を有する者

◎ ◎ ◎

航空機製造科
航空機製造事業法施行規則による航
空機国家試験の合格証を有する者

航空機製造事業法施行規則によ
る航空機国家試験の合格証を有
する者

◎ ◎

航空機整備科

航空機製造事業法施行規則による航
空機国家試験の合格証を有する者お
よび航空法による１等航空整備士も
しくは２等航空整備士または航空工
場整備士の資格についての航空従事
者技能証明書を有する者

航空機製造事業法施行規則によ
る航空機国家試験の合格証を有
する者

◎ ◎

航空法による１等航空整備士、
もしくは２等航空整備士または
航空工場整備士の資格について
の航空事業者技能証明書を有す
る者

◎ ◎ ◎

建 築 科 建築士法による１級建築士または２
級建築士の免許を有する者

建築士法による１級建築士の免
許を有する者

◎ ◎

枠組壁建築科

ブ ロ ッ ク
建 築 科

防 水 科

プ レ ハ ブ
建 築 科

熱 絶 縁 科
エネルギーの使用の合理化に関する
法律によるエネルギー管理士の免状
を有する者

エネルギーの使用の合理化に関
する法律によるエネルギー管理
士の免状を有する者

◎ ◎

測 量 科 測量法による測量士または測量士補
の試験の合格証書を有する者

測量法による測量士の試験の合
格証書を有する者 ◎ ◎ ◎

ボ イ ラ ー 科

ボイラーおよび圧力容器安全規則に
よる特級ボイラー技士もしくは１級
ボイラー技士の免許を有する者、電
気事業法施行規則によるボイラー・
タービン主任技術者の免状を有する
者またはエネルギーの使用の合理化
に関する法律によるエネルギー管理
士の免状を有する者

ボイラーおよび圧力容器安全規
則による特級ボイラー技士の免
許を有する者または電気事業法
施行規則によるボイラー・ター
ビン主任技術者の免状を有する
者

◎ ◎ ◎

エネルギーの使用の合理化に関
する法律によるエネルギー管理
士の免状を有する者

◎ ◎
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免許職種 受験することができる者 試験の免除を
受けることができる者

免除の範囲

実技

学　　科
関連学科

指導
方法系基礎 

学　科
専攻 
学科

電 気 通 信 科

電波法による第１級総合無線通信
士、第２級総合無線通信士もしくは
第３級総合無線通信士または航空無
線通信士の免許を有する者

電波法による第１級総合無線通
信士の免許を有する者 ◎ ◎ ◎

臨 床 検 査 科

医師法による医師国家試験、歯科医
師法による歯科医師国家試験または
獣医師法による獣医師国家試験の合
格証書を有する者および臨床検査技
師、衛生検査技師等に関する法律に
よる臨床検査技師の免状を有する者

医師法による医師国家試験、歯
科医師法による歯科医師国家試
験または獣医師法による獣医師
国家試験の合格証書を有する者

◎ ◎ ◎

臨床検査技師、衛生検査技師等
に関する法律による臨床検査技
師の免許を有する者

◎ ◎

事 務 科

公認会計士法による公認会計士試験
の第２次試験もしくは第３次試験ま
たは税理士法による税理士試験に合
格したことを証する書面を有する者
および商工会議所法に基づいて商工
会議所が行う簿記に関する１級の技
能の検定の合格証明書を有する者

公認会計士法による公認会計士
試験の第２次試験もしくは第３
次試験または税理士法による税
理士試験に合格したことを証す
る書面を有する者

◎ ◎ ◎

商工会議所法に基づいて商工会
議所が行う簿記に関する１級の
技能の検定の合格証明書を有す
る者
（＊1：実技試験のうち簿記）
（＊2：学科試験のうち簿記）

＊１

△
＊２

△

和 裁 科

商工会議所法に基づいて商工会議所
が行う和裁に関する１級または２級
の技能の検定の合格証書を有する者

商工会議所法に基づいて商工会
議所が行う和裁に関する１級ま
たは２級の技能の検定の合格証
書を有する者

◎

情 報 処 理 科

情報処理技術者試験規則の規定によ
るシステム監査技術者試験、アプリ
ケーションエンジニア試験、ネット
ワークスペシャリスト試験もしくは
第１種情報処理技術者試験または情
報処理技術者試験規則の一部を改正
する省令による改正前の情報処理技
術者試験規則による情報処理システ
ム監査技術者試験、特種情報処理技
術者試験もしくはオンライン情報処
理技術者試験の合格証書を有する者

情報処理技術者試験規則の規定
によるシステム監査技術者試験
もしくはアプリケーションエン
ジニア試験または平成６年省令
による改正前の情報処理技術者
試験規則による情報処理システ
ム監査技術者試験もしくは特種
情報処理技術者試験の合格証書
を有する者

◎ ◎

建 築 物
衛 生 管 理 科

建築物における衛生的環境の確保に
関する法律による建築物環境衛生管
理技術者の免状を有する者

建築物における衛生的環境の確
保に関する法律による建築物環
境衛生管理技術者の免状を有す
る者

◎ ◎

◎　免除される実技または学科



― 56 ―

職業訓練指導員試験実施状況� （単位：人）

免　許　職　種
平成19年度まで 平成20年度 平成21年度 平成22年度 計
申請者 合格者 申請者 合格者 申請者 合格者 申請者 合格者 申請者 合格者

園 芸 科 1 1 1 1
造 園 科 17 15 1 1 19 15
鋳 造 科 5 4 5 4
塑 性 加 工 科 23 9 23 9
溶 接 科 3 3 3 3
構 造 物 鉄 工 科 5 3 5 3
機 械 科 156 75 3 3 1 1 3 1 163 80
仕 上 げ 科 27 9 27 9
機 械 検 査 科 6 2 6 2
電 子 科 8 8 1 1 1 1 1 11 10
電 気 科 9 5 1 1 10 6
コ ン ピ ュ ー タ 制 御 科 2 2 2 2
自 動 車 車 体 整 備 科 2 2 2 2
自 動 車 整 備 科 236 200 3 2 8 6 7 3 254 211
鉄 道 車 両 科 1 1 0
時 計 科 1 1 1 1
農 業 機 械 科 1 1 1 1
洋 裁 科 345 130 345 130
和 裁 科 1 1 1 1
木 工 科 1 1 1 1
プ ラ ス チ ッ ク 製 品 科 3 2 3 2
石 材 科 31 22 31 22
パ ン ・ 菓 子 科 1 1 1 1 2 2
建 築 科 137 69 6 1 9 7 3 1 155 78
飛 び 科 1 1 1 1
屋 根 科 18 12 1 19 12
建 築 板 金 科 16 8 3 1 1 1 20 10
ス レ ー ト 科 1 1 1 1
サ ッ シ・ ガ ラ ス 施 工 科 2 2 0
畳 科 6 5 1 7 5
左 官・タ イ ル 科 49 14 49 14
ブ ロ ッ ク 建 築 科 105 8 105 8
冷 凍 空 調 機 器 科 4 4 4 4
配 管 科 108 47 108 47
測 量 科 1 1 1 1
化 学 分 析 科 1 1 1 1
塗 装 科 49 24 49 24
事 務 科 1 1 1 1
理 容 科 193 129 15 9 4 217 133
美 容 科 10 1 3 13 1
調 理 科 40 34 40 34
日 本 料 理 科 8 6 8 6
中 国 料 理 科 2 2 2 2
西 洋 料 理 科 2 2 2 2
フ ラ ワ ー 装 飾 科 1 1 1 1 2 2
メ カ ト ロ ニ ク ス 科 1 1 1 1

合　　　計 1,628 866 43 9 25 20 29 10 1,725 905
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（３）職業訓練指導員講習
　この講習は、一定の資格を有する者が職業訓練指導員免許を受けるために修了しな
ければならない講習で、次に掲げる科目および講習時間により実施している。
　なお、この修了者とは講習各科目を履修し、所定の講習を良好な成績（筆記試験に
おいて正答率60％以上）を修めた者をいう。

厚生労働大臣が指定する講習内容
講習科目 時　間　数 内容の説明

１　職業訓練原理 4 職業訓練の沿革、意義、目的、職業訓練担当者等

２　教科指導法 16 訓練実施計画、指導の準備、指導の進め方、教材の活用、 
訓練評価等

３　労働安全衛生 3 安全管理、安全の確保、衛生管理、衛生と作業環境等

４　訓練生の心理 7 訓練生の選抜、訓練生の特質の理解、技能の習得等

５　生活指導 6 生活指導の分野、生活指導の方法等

６　関係法規等 4 職業能力開発促進法、職業安定関係法、労働基準関係法等

７　事例研究 6 作業分解、指導案、訓練実施計画、指導記録等の事例研究

（確認テスト） 2

計 48

職業訓練指導員講習状況
区　分

年　度
回　数 受講状況（人） 修了者数（人）

平　成　10　年　度 1 40 39

平　成　11　年　度 1 40 40

平　成　12　年　度 1 20 19

平　成　13　年　度 1 15 15

平　成　14　年　度 1 18 18

平　成　15　年　度 1 18 18

平　成　16　年　度 1 13 13

平　成　17　年　度 1 16 15

平　成　18　年　度 1 31 29

平　成　19　年　度 1 30 29

平　成　20　年　度 1 20 17

平　成　21　年　度 1 29 29

平　成　22　年　度 1 15 15
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第６章　技能振興
１　技能検定

　技能検定は、「働く人々の有する技能を一定の基準により検定し、国として証明する
国家検定制度」で、技能に対する社会一般の評価を高め、働く人々の技能と地位の向上
を図ることを目的として、職業能力開発促進法に基づき実施されている。
　技能検定には、職種ごとに等級を区分する特級、１級、２級、３級と、等級を区分し
ない単一の等級（以下「単一等級」という。）がある。また、技能実習制度に利用され
る随時に実施する３級、基礎１級、基礎２級がある。検定職種は平成23年４月現在136
職種であり、試験は、学科試験と実技試験によって行われる。
　合格者には、厚生労働大臣名（特級、１級、単一等級）または都道府県知事名（２級、
３級、基礎１級、基礎２級）の合格証書が交付され、技能士と称することができる。
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技能検定の実施状況

区　　　分 平成17年度
までの累計 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 計

特
級

受 検 申 請 者 数 （人） 827 60 71 72 83 85 1,198
合 格 者 数 （人） 318 9 21 28 34 16 426
合 格 率 （％） 38.5 15.0 29.6 38.9 41.0 18.8 35.6 

１
級

受 検 申 請 者 数 （人） 28,036 1,189 1,192 1,170 1,112 1,100 33,799
合 格 者 数 （人） 10,617 386 417 422 472 435 12,748
合 格 率 （％） 37.9 32.5 35.0 36.1 42.4 39.5 37.7 

２
級

受 検 申 請 者 数 （人） 52,142 1,793 1,942 2,038 1,944 1,952 61,811
合 格 者 数 （人） 19,319 705 692 763 782 761 23,022
合 格 率 （％） 37.1 39.3 35.6 37.4 40.2 39.0 37.2 

３
級

受 検 申 請 者 数 （人） 2,270 289 396 561 462 395 4,373
合 格 者 数 （人） 1,316 183 264 342 345 272 2,722
合 格 率 （％） 58.0 63.3 66.7 61.0 74.7 68.9 62.2 

単
一
等
級

受 検 申 請 者 数 （人） 986 22 16 2 4 8 1,038
合 格 者 数 （人） 468 12 10 0 4 4 498
合 格 率 （％） 47.5 54.5 62.5 0.0 100.0 50.0 48.0 

合
計

受 検 申 請 者 数 （人） 84,261 3,353 3,617 3,843 3,605 3,540 102,219
合 格 者 数 （人） 32,038 1,295 1,404 1,555 1,637 1,488 39,416
合 格 率 （％） 38.0 38.6 38.8 40.5 45.4 42.0 38.6 

職　　種　　数 185 82 71 81 72 67
（　作　業　数　） 265 117 90 101 102 101

基
礎
二
級

受 検 申 請 者 数 （人） 2,553 654 830 1,063 859 663 6,622
合 格 者 数 （人） 2,270 586 744 951 749 593 5,893
合 格 率 （％） 88.9 89.6 89.6 89.5 87.2 89.4 89.0 

職　　種　　数 58 35 37 36 32 33
（　作　業　数　） 62 47 50 44 39 41
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職種（作業）別技能検定合格者数
（特級）� （単位：人）

技 能 検 定 職 種 平成18年度
までの累計 19年度 20年度 21年度 22年度 累　計

鋳 造 0 0

金 属 熱 処 理 2 2

機 械 加 工 49 1 4 5 2 59

放 電 加 工 6 6

金 型 製 作 1 1

金 属 プ レ ス 加 工 23 1 1 2 27

工 場 板 金 3 1 4

め つ き 0 0

仕 上 げ 36 2 1 1 39

機 械 検 査 40 2 6 3 51

ダ イ カ ス ト 3 1 4

機 械 保 全 71 7 6 9 8 93

電 子 機 器 組 立 て 18 1 2 1 22

電 気 機 器 組 立 て 4 1 5

半 導 体 製 品 製 造 12 1 1 2 1 16

プ リ ン ト 配 線 板 製 造 13 2 1 2 3 18

自 動 販 売 機 調 整 7 1 2 10

光 学 機 器 製 造 0 0

内 燃 機 関 組 立 て 12 1 1 14

空 気 圧 装 置 組 立 て 1 1 1 2

油 圧 装 置 調 整 2 2

建 設 機 械 整 備 5 5

婦 人 子 供 服 製 造 0 0

紳 士 服 製 造 0 0

プ ラ ス チ ッ ク 成 形 19 4 3 4 30

パ　　 ン　　 製　　 造 0 0

計 327 21 28 34 16 426
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（１級、２級）� （単位：人）

技能検定職種
実施年度

実技試験科目

平成20年度
までの累計 21年度 22年度 計

１級 ２級 １級 ２級 １級 ２級 １級 ２級 小計

園 芸 装 飾 室 内 園 芸 装 飾 作 業 25 36 1 1 25 38 63

造 園 造 園 工 事 作 業 506 660 7 8 2 6 515 674 1,189

鋳 造 鋳 鉄 鋳 物 鋳 造 作 業 23 35 1 5 8 24 48 72

鍛 造
ハ ン マ 型 鍛 造 作 業 13 23 4 4 13 31 44

プ レ ス 型 鍛 造 作 業 37 144 4 4 3 41 151 192

金 属 熱 処 理

一 般 熱 処 理 作 業 49 162 8 15 5 13 62 190 252

浸炭･浸炭浸窒･窒化処理作業 3 8 2 2 1 5 11 16

高 周 波・炎 熱 処 理 作 業 7 42 2 1 1 5 10 48 58

粉 末 冶 金
成 形・再 圧 縮 作 業 0 7 0 7 7

燃 結 作 業 0 4 0 4 4

機 械 加 工

普 通 旋 盤 作 業 236 830 10 37 9 35 255 902 1,157

タ レ ッ ト 旋 盤 作 業 1 5 1 5 6

フ ラ イ ス 盤 作 業 148 314 5 6 2 3 155 323 478

形 削 り 盤 作 業 2 7 2 7 9

立 旋 盤 作 業 1 0 1 0 1

平 削 り 盤 作 業 8 6 8 6 14

ボ ー ル 盤 作 業 6 21 1 7 21 28

横 中 ぐ り 盤 作 業 16 23 16 23 39

ジ グ 中 ぐ り 盤 作 業 16 17 1 16 18 34

平 面 研 削 盤 作 業 140 273 10 6 4 4 154 283 437

円 筒 研 削 盤 作 業 39 141 1 3 3 3 43 147 190

心 無 し 研 削 盤 作 業 15 14 1 1 17 14 31

ホ ブ 盤 作 業 4 1 4 1 5

ラ ッ プ 盤 作 業 0 7 0 7 7

数 値 制 御 旋 盤 作 業 32 82 2 8 2 7 36 97 133

数値制御フライス盤作業 60 103 6 9 8 9 74 121 195

数 値 制 御 ボ ー ル 盤 作 業 2 9 2 9 11

マ シ ニ ン グ セ ン タ 作 業 62 108 6 7 8 22 76 137 213

精 密 器 具 製 作 作 業 26 19 26 19 45

け が き 作 業 2 0 2 0 2

放 電 加 工

形 彫 り 放 電 加 工 作 業 9 28 9 28 37

数値制御形彫り放電加工作業 20 39 1 21 39 60

ワ イ ヤ 放 電 加 工 作 業 21 58 4 1 22 62 84

金 型 製 作
プ レ ス 金 型 製 作 作 業 12 25 1 13 25 38

プラスチック成形用金型製作作業 20 27 1 20 28 48

金属プレス加工 金 属 プ レ ス 作 業 274 351 7 7 8 9 289 367 656
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技能検定職種
実施年度

実技試験科目

平成20年度
までの累計 21年度 22年度 計

１級 ２級 １級 ２級 １級 ２級 １級 ２級 小計

鉄 工

製 缶 作 業 44 71 5 4 44 80 124

構 造 物 鉄 工 作 業 58 123 3 3 2 64 125 189

構 造 物 現 図 作 業 3 1 3 1 4

建 築 板 金
内 外 装 板 金 作 業 349 266 11 7 8 1 368 274 642

ダ ク ト 板 金 作 業 7 3 1 1 9 3 12

工 場 板 金

曲 げ 板 金 作 業 33 67 1 34 67 101

打 出 し 板 金 作 業 3 5 3 5 8

機 械 板 金 作 業 33 114 4 12 4 13 41 139 180

数値タレットパンチプレス板金作業 31 66 2 2 9 33 77 110

め つ き め つ き 作 業 0 4 0 4 4

金属ばね製造 薄 板 ば ね 製 造 作 業 4 21 4 21 25

仕 上 げ

治 工 具 仕 上 げ 作 業 170 410 3 10 6 5 179 425 604

金 型 仕 上 げ 作 業 70 68 9 1 5 1 84 70 154

機 械 組 立 仕 上 げ 作 業 194 542 12 49 11 42 217 633 850

切削工具研削 工作機械用切削工具研削作業 40 32 2 1 4 42 37 79

製材のこ目立て 製 材 の こ 目 立 て 作 業 26 10 26 10 36

機 械 検 査 機 械 検 査 作 業 379 831 9 19 11 24 399 874 1,273

ダ イ カ ス ト コールドチャンバダイカスト作業 25 45 7 1 2 26 54 80

機 械 保 全

機 械 系 保 全 作 業 926 3,158 112 149 105 189 1,143 3,496 4,639

電 気 系 保 全 作 業 154 571 22 46 12 35 188 652 840

設 備 診 断 作 業 52 52 13 14 9 7 73 73 146

電子機器組立て 電 子 機 器 組 立 て 作 業 155 703 2 9 3 6 160 718 878

電 気 機 器
組 立 て

配電盤・制御盤組立て作業 33 168 3 2 3 35 174 209

開閉制御器具組立て作業 7 22 7 22 29

シ ー ケ ン ス 制 御 作 業 41 113 6 31 1 26 48 170 218

半 導 体
製 品 製 造

集積回路チップ製造作業 80 558 2 23 1 7 83 588 671

集 積 回 路 組 立 て 作 業 14 25 1 2 14 28 42

プ リ ン ト
配 線 板 製 造

プリント配線板設計作業 4 23 4 2 5 6 32 38

プリント配線板製造作業 87 78 6 18 6 18 99 114 213

自動販売機調整 自 動 販 売 機 調 整 作 業 276 573 23 25 14 9 313 607 920

産業車両整備 産 業 車 両 整 備 作 業 1 0 1 0 1

時 計 修 理 時 計 修 理 作 業 109 149 1 7 2 10 112 166 278

複写機組立て 複 写 機 組 立 て 作 業 20 256 1 1 9 21 266 287

内燃機関組立て 量産形内燃機関組立て作業 158 290 10 43 5 18 173 351 524

空気圧装置組立て 空 気 圧 装 置 組 立 て 作 業 126 270 15 29 21 37 162 336 498

油圧装置調整 油 圧 装 置 調 整 作 業 68 78 3 2 4 4 75 84 159

建設機械整備 建 設 機 械 整 備 作 業 83 156 2 6 4 89 162 251

農業機械整備 農 業 機 械 整 備 作 業 509 697 21 11 12 14 542 722 1,264
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技能検定職種
実施年度

実技試験科目

平成20年度
までの累計 21年度 22年度 計

１級 ２級 １級 ２級 １級 ２級 １級 ２級 小計
冷凍空気調和機器
施 工

冷 凍 空 気 調 和
機 器 施 工 作 業 58 105 6 3 1 3 65 111 176

婦人子供服製造 婦人子供注文服製作作業 65 444 1 65 445 510

紳 士 服 製 造 紳 士 注 文 服 製 作 作 業 5 0 5 0 5

和 裁 和 服 製 作 作 業 56 337 1 4 57 341 398

寝 具 製 作 寝 具 製 作 作 業 1 0 1 0 1

帆布製品製造 帆 布 製 品 製 造 作 業 18 26 2 5 20 31 51

木工機械整備 木 工 機 械 調 整 作 業 1 0 1 0 1

木 型 製 作 模 型 製 作 作 業 30 19 30 19 49

家 具 製 作
家 具 手 加 工 作 業 4 11 4 11 15

家 具 機 械 加 工 作 業 0 0 0 0 0

建 具 製 作

木 製 建 具 製 作 作 業 89 102 89 102 191

木 製 建 具 手 加 工 作 業 4 5 1 5 5 10

木 製 建 具 機 械 加 工 作 業 0 0 0 0 0

アルミ製室内建具製作作業 16 45 16 45 61

紙 器 ・
段 ボ ー ル 箱
製 造

印 刷 箱 打 抜 き 作 業 14 18 3 2 17 20 37

印 刷 箱 製 箱 作 業 15 20 1 1 16 21 37

段 ボ ー ル 箱 製 造 作 業 0 2 0 2 2

製 版
活 版 文 選 作 業 0 5 0 5 5

活 版 植 字 作 業 0 1 0 1 1

印 刷 凸 版 印 刷 作 業 7 2 7 2 9

製 本 書 籍 製 本 作 業 12 9 12 9 21

プラスチック成形 射 出 成 形 作 業 243 827 6 20 5 32 254 879 1,133

強化プラスチック成形 手 積 み 積 層 成 形 作 業 9 15 2 9 17 26

陶 磁 器 製 造

手 ろ く ろ 成 形 作 業 1 1 1 1 2

鋳 込 み 成 形 作 業 0 2 0 2 2

絵 付 け 作 業 0 2 0 2 2

ファインセラミックス製品製造 ファインセラミックス製品製造作業 36 34 36 34 70

石 材 施 工

石 材 加 工 作 業 70 18 1 2 71 20 91

石 張 り 作 業 56 26 3 2 59 28 87

石 積 み 作 業 25 13 25 13 38

菓 子 製 造
洋 菓 子 製 造 作 業 20 34 2 2 1 8 23 44 67

和 菓 子 製 造 作 業 90 70 2 1 6 5 98 76 174

酒 造 清 酒 製 造 作 業 27 2 27 2 29

建 築 大 工 大 工 工 事 作 業 935 511 10 10 7 14 952 535 1,487

か わ ら ぶ き か わ ら ぶ き 作 業 364 301 6 7 7 2 377 310 687

と び と び 作 業 25 12 13 38 12 50

左 官 左 官 作 業 874 621 12 5 891 621 1,512
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技能検定職種
実施年度

実技試験科目

平成20年度
までの累計 21年度 22年度 計

１級 ２級 １級 ２級 １級 ２級 １級 ２級 小計
ブロック建築 コンクリートブロック工事作業 28 64 28 64 92

タ イ ル 張 り タ イ ル 張 り 作 業 67 45 1 1 1 69 46 115

畳 製 作 畳 製 作 作 業 103 87 1 4 1 1 105 92 197

配 管
建 築 配 管 作 業 232 573 10 1 242 574 816

プ ラ ン ト 配 管 作 業 23 29 23 29 52

型 枠 施 工 型 枠 工 事 作 業 29 5 29 5 34

鉄 筋 施 工 鉄 筋 組 立 て 作 業 45 28 45 28 73

コンクリート圧送施工 コンクリート圧送工事作業 12 40 5 4 1 1 18 45 63

防 水 施 工

ウレタンゴム系塗膜防水工事作業 10 0 10 0 10

アクリルゴム系塗膜防水工事作業 125 7 1 3 128 8 136

ゴムシート防水工事作業 14 11 14 11 25

セメント系防水工事作業 7 1 7 1 8

シーリング防水工事作業 8 6 8 6 14

塗 膜 防 水 工 事 作 業 39 12 39 12 51

モ ル タ ル 防 水 工 事 作 業 6 0 6 0 6

合成ゴム系シート防水工事作業 1 0 1 0 1

塩化ビニル系シート防水工事作業 1 0 1 0 1

内装仕上げ施工

プラスチック系床仕上げ作業 24 41 1 25 41 66

カーペット床仕上げ作業 10 35 10 35 45

カ ー テ ン 工 事 作 業 8 11 8 11 19

スレート施工 石 綿 ス レ ー ト 工 事 作 業 10 7 10 7 17

熱 絶 縁 施 工
保 温 保 冷 工 事 作 業 54 25 1 3 1 58 26 84

熱 絶 縁 工 事 作 業 46 45 46 45 91

カーテンウォール施工 金属製カーテンウォール工事作業 57 22 57 22 79

サ ッ シ 施 工 ビ ル 用 サ ッ シ 施 工 作 業 54 123 4 1 58 124 182

自動ドア施工 自 動 ド ア 施 工 作 業 8 9 8 9 17

ガ ラ ス 施 工 ガ ラ ス 工 事 作 業 98 94 2 1 100 95 195

ウェルポイント施工 ウェルポイント工事作業 1 0 1 0 1

テ ク ニ カ ル
イラストレーション

立 体 図 作 成 作 業 11 90 11 90 101

立 体 図 仕 上 げ 作 業 2 5 2 5 7

テクニカルイラストレーション手書き作業 1 0 1 0 1

建築図面製作 建 築 製 図 作 業 1 4 1 4 5

機械・プラント
製 図

機 械 製 図 手 書 き 作 業 182 611 1 4 183 615 798

プ ラ ン ト 配 管 製 図 作 業 15 22 15 22 37

機 械 製 図 Ｃ Ａ Ｄ 作 業 99 201 3 20 17 13 119 234 353

電 気 製 図 配電盤・制御盤製図作業 25 50 2 3 1 28 53 81

化 学 分 析 化 学 分 析 作 業 29 140 2 9 1 6 32 155 187

金属材料試験
機 械 試 験 作 業 2 16 2 16 18

組 織 試 験 作 業 8 54 4 4 8 62 70
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技能検定職種
実施年度

実技試験科目

平成20年度
までの累計 21年度 22年度 計

１級 ２級 １級 ２級 １級 ２級 １級 ２級 小計

印 章 彫 刻
木 口 彫 刻 作 業 6 0 6 0 6

ゴ ム 印 彫 刻 作 業 2 3 2 3 5

表 装
表 具 作 業 86 36 86 36 122

壁 装 作 業 77 54 8 3 3 2 88 59 147

塗 装

建 築 塗 装 作 業 360 272 15 4 10 1 385 277 662

金 属 塗 装 作 業 137 354 3 7 16 13 156 374 530

鋼 橋 塗 装 作 業 122 49 3 2 127 49 176

広告美術仕上げ

広告面ペイント仕上げ作業 33 52 33 52 85

広告面プラスチック仕上げ作業 9 3 9 3 12

広告面粘着シート仕上げ作業 23 48 1 24 48 72

写 真 肖 像 写 真 作 業 42 66 42 66 108

フラワー装飾 フ ラ ワ ー 装 飾 作 業 73 140 2 4 2 1 77 145 222

計 11,842 21,478 472 782 435 761 12,749 23,021 35,769
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（３級）� （単位：人）

技能検定職種 実施年度
実技試験科目

平成19年度
までの累計 20年度 21年度 22年度 計

園 芸 装 飾 室 内 園 芸 装 飾 作 業 121 10 13 10 154
造 園 造 園 工 事 作 業 151 14 17 15 197

金 属 熱 処 理
一 般 熱 処 理 作 業 9 6 3 18
浸炭・浸炭窒化・窒化処理作業 1 2 3
高 周 波・ 炎 熱 処 理 作 業 9 1 1 1 12

機 械 加 工

普 通 旋 盤 作 業 156 37 40 37 270
フ ラ イ ス 盤 作 業 23 5 9 12 49
平 面 研 削 盤 作 業 8 2 6 2 18
数 値 制 御 旋 盤 作 業 23 13 8 15 59
マ シ ニ ン グ セ ン タ 作 業 22 3 14 8 47

仕 上 げ 機 械 組 立 仕 上 げ 作 業 10 5 13 8 36
機 械 検 査 機 械 検 査 作 業 709 114 105 56 984

機 械 保 全
機 械 系 保 全 作 業 33 19 27 15 94
電 気 系 保 全 作 業 13 5 3 2 23

電子機器組立て 電 子 機 器 組 立 て 作 業 38 2 6 1 47

電 気 機 器
組 立 て

配電盤・制御盤組立て作業 1 2 1 3 7
シ ー ケ ン ス 制 御 作 業 33 11 20 27 91

フラワー装飾 フ ラ ワ ー 装 飾 作 業 10 6 1 16 33
時 計 修 理 時 計 修 理 作 業 196 13 12 13 234

内 燃 機 関
組 立 て

量産形内燃機関組立て作業 61 59 25 20 165
内 燃 機 関 組 立 て 作 業 109 109

和 裁 和 服 製 作 作 業 12 2 1 15
プラスチック成形 射 出 成 形 作 業 0 2 2
建 築 大 工 大 工 工 事 作 業 8 13 17 10 48
テクニカルイラ
ストレーション

テクニカルイラストレーション 
作 業 6 6

接械・プラント
製 図 機 械 製 図 手 書 き 作 業 1 1

計 1,763 342 345 272 2,722

（単一等級） （単位：人）

技能検定職種 実施年度
実技試験科目

平成19年度
までの累計 20年度 21年度 22年度 計

電子回路接続 電 子 回 路 接 続 作 業 63 63

製 麺 機 械 生 麺 製 造 作 業 31 31

れ ん が 積 み れ ん が 積 み 作 業 3 3

浴槽設備施工 浴 槽 設 備 施 工 作 業 2 2

樹脂接着剤注入施工 樹脂接着剤注入工事作業 76 2 78

バルコニー施工 金属製バルコニー工事作業 165 1 166

塗 料 調 色 店 頭 調 色 作 業 17 17

産 業 洗 浄 高 圧 洗 浄 作 業 133 4 1 138

計 490 0 4 4 498
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（基礎２級）� （単位：人）

技能検定職種 実施年度
実技試験科目

平成19年度
までの累計 20年度 21年度 22年度 計

鋳 造

鋳 鉄 鋳 物 鋳 造 作 業 23 11 4 4 42

銅 合 金 鋳 物 鋳 造 作 業 15 3 2 20

軽 合 金 鋳 物 鋳 造 作 業 0 8 8 16

鍛 造
プ レ ス 型 鍛 造 作 業 121 30 15 8 174

ハ ン マ 型 鍛 造 作 業 10 10

機 械 加 工
普 通 旋 盤 作 業 169 67 55 29 320

フ ラ イ ス 盤 作 業 19 11 5 16 51

金属プレス加工 金 属 プ レ ス 作 業 308 46 68 46 468

鉄 工 構 造 物 鉄 工 作 業 202 29 12 14 257

工 場 板 金 機 械 板 金 作 業 71 18 19 3 111

め っ き
溶 融 亜 鉛 め っ き 作 業 49 6 6 6 67

電 気 め っ き 作 業 5 3 3 11

仕 上 げ

金 属 仕 上 げ 作 業 1 1

治 工 具 仕 上 げ 作 業 3 6 9

機 械 組 立 て 仕 上 げ 作 業 16 3 14 8 41

金 型 仕 上 げ 作 業 1 1 3 5

機 械 検 査 機 械 検 査 作 業 62 23 16 5 106

ダ イ カ ス ト コールドチャンバダイカスト作業 3 6 3 12

機 械 保 全 機 械 系 保 全 作 業 54 26 4 34 118

電子機器組立て 電 子 機 器 組 立 て 作 業 343 77 53 38 511

電気機器組立て

電 気 機 器 組 立 て 作 業 7 40 47

変 圧 器 組 立 て 作 業 2 2

配電盤・制御板組立て作業 46 36 4 86

開閉制御器具組立て作業 0 1 1

プリント配線板製造 プリント配線板製造作業 198 81 35 60 374

冷凍空気調和機器施工 冷凍空気調和機器施工作業 10 4 14

染 色
糸 浸 染 作 業 9 9

織 物・ ニ ッ ト 浸 染 作 業 14 12 10 36

婦人子供服製造 婦人子供既製服製造作業 497 89 77 61 724

紳 士 服 製 造 紳 士 既 製 服 製 造 作 業 67 7 12 10 96

寝 具 製 作 寝 具 製 作 作 業 36 13 16 16 81

帆布製品製造 帆 布 製 品 製 造 作 業 32 19 9 60

布 は く 縫 製 ワ イ シ ャ ツ 製 造 作 業 75 16 14 13 118

家 具 製 造 家 具 手 加 工 作 業 3 6 4 13

印 刷 オ フ セ ッ ト 印 刷 作 業 48 17 13 78

製 本 雑 誌 製 本 作 業 0 10 12 12 34

プラスチック成形

圧 縮 成 形 作 業 32 25 30 5 92

ブ ロ ー 成 型 4 4

射 出 成 形 作 業 496 81 82 51 710

インフレーション成形作業 7 3 10
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技能検定職種 実施年度
実技試験科目

平成19年度
までの累計 20年度 21年度 22年度 計

強化プラスチック成型 手 積 み 積 層 成 形 作 業 30 8 4 2 44

石 材 施 工 石 材 加 工 作 業 0 4 1 5

水産練り製品製造 か ま ぼ こ 製 品 製 造 作 業 97 28 20 145

建 築 大 工 大 工 工 事 作 業 44 8 25 19 96

と び と び 作 業 88 13 17 16 134

配 管 プ ラ ン ト 配 管 作 業 2 2

左 官 左 官 作 業 3 3 3 9

タ イ ル 張 り タ イ ル 張 り 作 業 0 2 2

型 枠 施 工 型 枠 工 事 作 業 18 7 25

鉄 筋 施 工 鉄 筋 組 立 て 作 業 95 18 19 17 149

防 水 施 工 シ ー リ ン グ 防 水 工 事 0 6 6

サ ッ シ 施 工 ビ ル 用 サ ッ シ 施 工 作 業 41 5 6 3 55

表 装 壁 装 作 業 2 1 3

塗 装

建 築 塗 装 作 業 0 3 1 4

金 属 塗 装 作 業 86 45 25 25 181

噴 霧 塗 装 作 業 24 10 6 40

工 業 包 装 工 業 包 装 作 業 16 14 11 4 45

ハム・ソーセージ・
ベ ー コ ン 製 造

ハム・ソーセージ・ベーコン
製 造 作 業 3 3 6

パ ン 製 造 パ ン 製 造 作 業 0 3 3 6

計 3,603 951 749 593 5,896
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技能検定の受検資格
（単位：年）

受検対象者 
（※１）

特級 １級 ２級
３級 

（※５）
単一 
等級１級 

合格後
２級 

合格後
３級 

合格後
３級 

合格後

実務経験のみ

５

７

２ ４

２

０

1／2 ３

専門高校卒業（※２）
専修学校（大学入学資格付与課程に限る）卒業 ６ ０ ０ １

短大・高専・高校専攻科卒業（※２）
専修学校（大学編入資格付与課程に限る）卒業 ５ ０ ０ ０

大学卒業（※２）
専修学校（大学院入学資格付与課程に限る）卒業 ４ ０ ０ ０

専修学校（※３）または
各種学校卒業
（厚生労働大臣が指定したものに
限る）

800時間以上 ６

０ ０
１

1600時間以上 ５

3200時間以上 ４ ０

短期課程の普通職業訓練修了
（※４） 700時間以上 ６ ０ ０ １

普通課程の普通職業訓練修了
（※４）

2800時間未満 ５
０ ０

１

2800時間以上 ４ ０

専門課程の高度職業訓練修了（※４） ３ １ ２ ０ ０ ０

応用課程の高度職業訓練修了 １ ０ ０ ０

長期課程の指導員訓練修了 １ ０ ０ ０

職業訓練指導員免許取得 １ － － － ０

※１　検定職種に関する学科、訓練科または免許職種に限る。
※２　学校教育法による大学、短期大学または高等学校と同等以上と認められる外国の学校または他法令学校を卒業

した者は学校教育法に基づくそれぞれのものに準ずる。
※３　大学入学資格付与課程、大学編入資格付与課程および大学院入学資格付与課程の専修学校を除く。
※４　職業訓練法の一部を改正する法律（昭和53年法律第40号）の施行前に、改正前の職業訓練法に基づく高等訓練

課程または特別高等訓練課程の養成訓練を修了した者は、それぞれ改正後の職業能力開発促進法に基づく普通課
程の普通職業訓練または専門課程の高度職業訓練を修了したものとみなす。また、職業能力開発促進法の一部を
改正する法律（平成４年法律第67号）の施行前に、改正前の職業能力開発促進法に基づく専門課程の養成訓練を
修了した者は、専門課程の高度職業訓練を修了したものとみなし、改正前の職業能力

※５　３級技能検定については、上記のほか、検定職種に関する学科に在学する者および検定職種に関する訓練科に
おいて職業訓練を受けている者も受検できる。
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２　技能競技大会等

（１）滋賀県技能競技大会
　この大会は、技能者の技能習得のための意欲増進と技能に対する社会一般の評価を高
めることによって、技能者の技能水準と社会的・経済的地位の向上に資することを目的
に、技能検定の実技試験と併せて実施しているものである。大会参加者のうち特に成績
の優秀な者に対し知事表彰を行っている。

（２）技能五輪滋賀県大会
　この大会は、技能五輪全国大会に派遣する選手を選抜するための滋賀県予選として技
能検定の実技試験に併せて行うもので、この大会で優秀な成績を収めた者は、滋賀県代
表として全国大会に出場することができる。なお、隔年で開催される国際大会の前年の
全国大会は、国際大会に派遣する日本代表選手の選抜を兼ねている。
　また、滋賀県大会に参加して、一定水準以上の成績を修めた者（技能五輪単独職種は
除く）には、競技職種に対応する検定職種の｢技能証｣が交付され、この交付を受けた者
は、対応する職種の２級技能検定実技試験が免除される。

技能五輪全国大会および国際大会への参加状況
� （単位：人）

年度

区分

累計
（17年度
まで）

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 計

全
国
大
会

参加者数 225 13 13 12 12 9 284

入
賞
者
数

１　位 15 1 1 17

２　位 16 1 1 1 19

３　位 19 2 2 23

敢闘賞 34 2 2 1 1 2 42

計 84 4 4 3 3 3 101

国
際
大
会

参加者数 11 － 0 － 1 － 12

入
賞
者
数

１　位 0 1 1

２　位 2 2

３　位 2 2

敢闘賞等 5 5

計 9 － 0 － 1 － 10
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（３）技能グランプリ
　昭和56年から一級技能士全国技能競技大会として開始され、現在は、特級、１級およ
び単一等級技能士の技能の一層の向上を図り、その地位の向上と技能尊重の気運の醸成
に寄与することを目的に開催されており、本県からも選手を派遣している。

技能グランプリへの参加状況
� （単位：人）

年度

区分

累計
（平成13年度

まで）
14年度 16年度 18年度 20年度 22年度 計

参加者数 106 4 6 4 8 9 137

入
賞
者
数

１　位 4 1 5

２　位 10 1 2 13

３　位 14 3 1 18

敢闘賞 16 2 2 2 1 23

計 44 2 5 2 2 4 59

（４）全国障害者技能競技大会（アビリンピック）
　障害者技能競技大会は、障害のある方が技能労働者として社会に参加する自信と誇り
を持つことができるよう、その職業能力の開発の向上を図るとともに、広く障害者に対
する社会の理解と認識を高め、その雇用促進と地位の向上を図ることを目的としており、
本県においても平成14年度より滋賀県障害者技能競技大会（アビリンピック滋賀）が開
催されている。
　また、このアビリンピック滋賀は全国障害者技能競技大会（アビリンピック全国大
会）の一部職種の予選を兼ねており、成績優秀者等については知事の推薦により滋賀県
選手団としてアビリンピック全国大会に派遣をしている。
　なお、概ね４年に一度開催される国際アビリンピックへは、過去３回の全国障害者技
能競技大会で優秀な成績を修めた者が出場できる。
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滋賀県障害者技能競技大会の実施状況
� （参加者数）

年度

開催職種

累積
（第４回まで）

第５回
（平成18年度）

第６回
（平成19年度）

第７回
（平成20年度）

第８回
（平成21年度）

第９回
（平成22年度）

電 子 機 器 組 立 15 3 4 2 3 5

パ ソ コ ン 表 計 算 13 0 0 0 0 0

ホ ー ム ペ ー ジ 11 6 5 5 7 9

喫 茶 サ ー ビ ス 16 14 19 20 25 25

建 築 Ｃ Ａ Ｄ 1 0 0 0 0 0

デ ー タ ベ ー ス 3 3 2 0 0 0

機 械 Ｃ Ａ Ｄ 3 3 2 2 1 1

パ ソ コ ン 操 作 3 2 7 4 3 3

パソコンデータ入力 0 5 8 12 8 13

各 種 組 立 等 0 0 10 13 28 28

ワ ー ド プ ロ セ ッ サ 0 0 0 8 9 13

計 65 36 57 66 84 97

（注）第５回大会のホームページ職種の参加者数には、第７回国際アビリンピックの派遣候補選手のオープン参加者
　　　１名を含む。

全国障害者技能競技大会への参加状況
� （単位：人）

年度

区分

累積
（14年度

まで）
平成17年度 平成18年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 計

参 加 者 数 52 7 8 7 8 7 37

入 賞 者 数 13 1 0 0 2 3 6

（注１）平成15年度、19年度は、国際アビリンピック開催のため、全国大会は開催されていない。
（注２）平成18年度の参加者数には、第７回国際アビリンピックの派遣候補選手のオープン参加者１名を含む。

国際アビリンピックへの参加状況
� （単位：人）

年度

区分

累積
（第５回まで）

第６回（平成15年度） 第７回（平成19年度） 計

参 加 者 数 0 0 2 2

入 賞 者 数 0 0 1（銅賞） 1
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３　滋賀県職業能力開発協会

　昭和53年５月に改正された職業訓練法の改正趣旨に基づき、既設の滋賀県職業訓練法
人連合会と滋賀県技能検定協会を統合し、昭和54年４月２日滋賀県職業能力開発協会が
設立された。
　働く人々の生涯にわたる職業能力の開発と向上を促進することを目的として、技能検
定を初めとする各種技能評価制度の実施および普及促進、民間における職業訓練や職業
能力開発の支援、技能尊重気運向上のための各種事業を実施している。

（１）事務局所在地
　　〒520-0865　大津市南郷五丁目２番14号
　　　　　　　　ＴＥＬ　077-533-0850　　　ＦＡＸ　077-533-3909

（２）組　織
　　会　長　　　副会長　　　理　　事（専務理事１名、常任理事４名）
　　　　　　　 （４名）　　 （30名）
　　　　　　　　　　　　　　監　　事
　　　　　　　　　　　　　　（２名）
　　　　　　　　　　　　　　事務局長　　　事務局次長　　　　総務課
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　能力開発課
　　　　　　　　　　　　　　　　　　滋賀職業能力開発サービスセンター

（３）職員配置
平成23年４月１日現在　　　

職 名

総　

務　

課

能力開発課 滋
賀
職
業
能
力
開
発

サ
ー
ビ
ス
セ
ン
タ
ー

計
技
能
検
定
担
当

訓
練
振
興
担
当

事 務 局 長
（ 専 務 理 事 兼 務 ） 1 1

事 務 局 次 長
（ 能 力 開 発 課 長 兼 務 ） 1 1

課 長 1 （1） 1

課 長 代 理 1 1 2

主 任 1 1

嘱 託 員 1 2 1 1 5

そ の 他 の 職 員 0

計 2 8 1 11
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４　技能尊重気運の醸成

　社会全般に技能尊重気運を醸成し技能者の評価を高め、ひいては青少年に技能を通じ
て能力を発揮させ、夢と希望を与え、技能者がその能力にふさわしい処遇を受けられよ
う、諸施策を実施している。

（１）職業能力開発促進月間と技能の日
　技能者の能力を開発し向上させる職業訓練と技能検定をさらに普及していくため、昭
和45年アジアで初めてわが国で開催された国際職業訓練競技大会（技能五輪）を記念し
て、その開会式が行われた日を「技能の日」とし、その月を「職業能力開発促進月間」
と定め、卓越した技能者の表彰などにより全国的に技能尊重気運を醸成し、なお一層の
高揚を図ることとしている。
　　・職業能力開発促進月間　　　毎年11月
　　・技　能　の　日　　　　　　毎年11月10日

（２）滋賀県技能フェアなど
　県下の職業訓練機関および技能者団体等が一体となり、技能尊重気運の高揚を図り、
もって本県産業の発展に寄与することを目的に昭和59年度から「滋賀県技能フェア」を
開催している。
　平成23年度からは、新たに「おうみしごと体験フェスタ」として、小中学生に様々な
職業を紹介し、実際に仕事を体験させ、職業観・勤労観を育むきっかけづくりを行い、
成長段階に応じた職業教育につなげるとともに、幅広い職種に対する認識を高め、技能
尊重の機運の醸成を図ることとしている。

滋賀県技能フェアの実施状況
	

開　催　会　場 延入場者数（人）

第１回（昭和59年度） 大津市綾羽工業会館 7,000

第２回（昭和60年度） 草津市立総合体育館　 10,000

第３回（昭和62年度） 大津市綾羽工業会館 12,500

第４回（平成元年度） 県立文化産業交流会館 13,500

第５回（平成３年度） 元八幡南中学校体育館 9,000

第６回（平成５年度） 県立文化産業交流会館 12,000

第７回（平成８年度） 県立文化産業交流会館 13,000

第８回（平成11年度） 県立文化産業交流会館 5,000

第９回（平成14年度） ドラゴンハット 6,000

第10回（平成17年度） レイカディアセンター 6,300

第11回（平成18年度） 草津高等技術専門校 6,500

第12回（平成19年度） 草津高等技術専門校 7,000

第13回（平成20年度） 近江高等技術専門校 6,000

第14回（平成21年度） 高等技術専門校　米原校舎 6,850
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（３）ものづくり体験教室
　小中学校の児童・生徒の技能への関心を一層高めることを目的として、保護者ととも
にものづくりを楽しむことができる機会を提供する「ものづくり体験教室」を県立高等
技術専門校の各校舎において平成10年度から開催している。

ものづくり体験教室の実施状況
	 （人）

参加者数

開催年度

草津校舎 米原校舎 合　　　計

児童・ 
生徒数 保護者数 計 児童・ 

生徒数 保護者数 計 児童・ 
生徒数 保護者数 計

平成11年度 － － － 395 352 747 395 352 747

平成12年度 360 264 624 361 227 588 721 491 1,212

平成13年度 317 241 558 296 208 504 613 449 1,062

平成14年度 275 218 493 285 205 490 560 423 983

平成15年度 225 177 402 292 237 529 517 414 931

平成16年度 167 135 302 250 181 431 417 316 733

平成17年度 226 172 398 172 137 309 398 309 707

平成18年度 740 不明 740 184 150 334 924 150 1,074

平成19年度 944 不明 944 210 199 409 1,154 199 1,353

平成20年度 215 197 412 158 不明 158 373 197 570

平成21年度 217 不明 217 167 不明 167 384 不明 384

平成22年度 220 254 474 197 163 360 417 417 834

計 3,906 1,658 5,564 3,363 2,409 5,772 7,269 4,067 11,336

平成22年度開催結果

開　催　場　所 コ　ー　ス　内　容

米 原 校 舎
・音と光の電子ゴマ　　・木製ベンチ
・プランターケース
・キャンドルスタンド

草 津 校 舎
・オリジナルドアベル
・昔懐かし輪ゴムてっぽう　・スイーツ・デコ・ストラップ
・模型飛行機
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（４）技能者等に対する表彰
　【厚生労働大臣表彰】

表　彰　名 選　考　基　準 選　考　方　法

卓越した技能者の表彰
（現代の名工）

①技能度、功績・貢献度、後進の指導
育成度

②現役性

知事、全国的な規模の事業を行
う事業主団体または一般の推薦
者が推薦する者のうちから厚生
労働大臣が委員会の意見を聞い
て決定

認定職業訓練関係および
技能検定にかかる優良事
業所・団体および功労者
並びに技能振興に係る優
良事業所および団体表彰

①訓練実施状況と模範性、訓練振興育
成への貢献度

②技能検定への貢献性・模範性、技能
検定委員としての貢献等

③技能の振興、技能労働者の処遇・地
位の向上への貢献等

知事が推薦するもののうちから
厚生労働大臣が審査のうえ決定

　【知　事　表　彰】

表　彰　名 選　考　基　準 選　考　方　法

優秀技能者表彰
（おうみの名工）

①技能度、功績・貢献度、後進の指導
育成度

②現役性

知事が選考委員会の意見を聞い
て決定

認定職業訓練関係および
技能検定にかかる優良事
業所・団体および功労者
並びに技能振興に係る優
良事業所および団体表彰

①訓練実施状況と模範性、訓練振興育
成への貢献度

②技能検定への貢献性・模範性、技能
検定委員としての貢献等

③技能の振興、技能労働者の処遇・地
位の向上への貢献等

滋賀県職業能力開発協会が推薦
する者のうちから知事が審査の
うえ決定

技能競技大会成績優秀者
表彰

技能検定で技能士となるもの、または
技能五輪予選に参加するもので技能度
が特に優秀等

滋賀県職業能力開発協会が推薦
する者のうちから知事が審査の
うえ決定

永年勤続技能検定委員
感謝状

①技能検定委員を10年以上勤続
②技能検定委員の功績等

滋賀県職業能力開発協会が推薦
する者のうちから知事が審査の
うえ決定
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①卓越した技能者の表彰（現代の名工）
　厚生労働省において、昭和42年に技能者表彰規程（労働省告示第38号）が制定され、
都道府県知事または厚生労働省指定団体から推薦された者の中から、卓越した技能者
「現代の名工」が決定され、表彰式が毎年東京において行われている。
　本県からは、次の技能者がこれまでに表彰を受けている。

卓越した技能者の表彰　受賞者名簿
受賞年度 職　　　種 氏　　名 所　　　属

昭和42年度～ 
平成６年度 21職種 31名

６年度 造園工 浅　井　甲　一 浅井造園
７年度 仏壇金具製造工 辻　　　　　清 金泉堂

８年度
かわらふき工 岩　本　良　治 （有）岩本瓦店
仏壇木地師 辻　　　葊　三 辻仏壇木地製作所

９年度
表具師 谷　口　貞　雄 （有）谷口酔竹堂
理容師 辻　　　眞　一 （有）おしゃれサロンツジ

10年度 大工 上　畠　喜久夫 上畠工務店

11年度
広告美術工 岡　村　葊　雄 ウンリュウ工芸

プリント配線板製造工 八　田　宜　久 日本アイ・ビー・エム（株） 
野洲事業所

12年度
石積工 粟　田　純　司 （有）粟田建設
かわらふき工 辻　　　市　夫 （有）辻瓦店

13年度
造園工 奥　村　昌　次 奥村造園

旋盤工 北　村　義　仁 ヤンマーディーゼル（株） 
汎用エンジン事業本部

14年度

光学レンズ工 苗　村　敬　夫 特殊光学研究所

日本料理人 村　井　三　郎 森観光トラスト（株） 
ホテルラフォーレ琵琶湖

金型取付工（溶射） 今　井　　　實 （株）シンコーメタリコン本社工場

15年度
数値制御金属工作機械工 狩　野　　　治 ヤンマー（株） 

小型エンジンファクトリー第三センター
かわらふき工 髙　谷　憲　正 （株）髙谷瓦産業

16年度 和菓子製造工 山　本　傳　一 （有）たねや

17年度

フライス盤工 菊　池　彰　仁 松下電器（株） 
松下ホームアプライアンス社

半導体チップ製造工 伴　　　憲　一
オムロン（株） 
エレクトロニクスコンポーネンツ 
ビジネスカンパニー水口工場

18年度 日本料理人 刀　根　盛　治 （株）琵琶湖ホテル

19年度
金属工作機械組立工 三　俣　繁　美 ヤンマー（株） 

小型エンジン事業本部
和生菓子製造工 山　本　徳　治 （株）たねや
金型取付工（溶射） 倉　部　秀　彦 （株）シンコーメタリコン本社工場

20年度
宮大工 西　澤　政　男 （株）西澤工務店
フラワー装飾師 河　合　　　透 （株）アルファフローリスト

21年度
畳工 今　井　亮太郎 今井製畳　滋賀県畳工業協同組合
檜皮・柿葺師 岩　﨑　長　藏 屋根長

22年度
時計・時計類似機器修理工 東　條　勝　利 近江時計眼鏡宝飾専門学校
特殊産業用機械組立工 川　嵜　一　栄 ヤンマー（株）小形エンジン事業本部
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②優秀技能者表彰（おうみの名工）
　県において、昭和44年に滋賀県技能者表彰要綱を定め、県内の産業に従事する現役の
技能者で、技能の程度が特に優れた者を関係団体または市町村から推薦されたものの中
から、滋賀県優秀技能者（平成16年度から「おうみの名工」と呼び、表彰を受けた方は
技能者の模範として、技能の伝承、後継者の育成に取り組むこととしている。）として
決定し、表彰を行っている。

優秀技能者表彰受賞者数
（単位：人）

累計
（平成17年度

まで）
平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 計

656 12 17 18 17 14 734

平成22年度滋賀県優秀技能者表彰　受賞者名簿
職　　　種 氏　　名 所　　　属

板金工 石　本　　　昇 石本錻力店

機械修理工（型打鍛造工） 澤　瀬　諭　司 （株）ゴーシュー

木彫工（木地師） 清　水　喜代美 （有）石久仏檀店

フライス盤工 髙　木　　　茂 ヤンマー（株）小形エンジン事業本部

UVオフセット印刷
（フォイルコーター付） 田　中　雅　彦 アインズ（株）竜王工場

西洋料理人 角　垣　　　賢 ホテルボストンプラザ草津

木製建具製造工 直　江　敦　司 直江建具店

旋盤工 蛭　本　健　児 パナソニック（株）ホームアプライアンス社
製造革新本部製造革新センター

仏壇木地製造工 細　居　國　男 細居仏具

旋盤工 松　川　敏　博 パナソニック（株）ホームアプライアンス社
製造革新本部製造革新センター

フライス盤工 百　田　　　淳 キヤノンマシナリー（株）

金属手仕上工（金型製作） 山　内　孝　之 パナソニック電工（株）彦根工場

日本料理人 山　中　章　弘 （株）琵琶湖ホテル

造園工事 山　元　　　明 山元造園（株）
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（５）技能者の認定制度等
①高度熟練技能者認定制度
　製造拠点の海外移転による産業の空洞化、若年者を中心としたものづくり離れ、さら
には熟練技能者の高齢化により、高精度・高品質製品の製造、新製品の開発や整備等を
担うべき優れた熟練技能の継承が困難になりつつあり、我が国の産業の発展に重大な影
響を及ぼすことが懸念されている。
　こうしたことから、中央職業能力開発協会では、厚生労働省から委託を受け、都道府
県職業能力開発協会と連携を図り、継承すべき優れた熟練技能の持ち主を「高度熟練技
能者」として認定している。（平成21年度まで）

滋賀県内の高度熟練技能者　認定者名簿
受賞年度 職　　　種 氏　　名 所　　　属

平成10年度

機械加工 狩　野　　　治 ヤンマーディーゼル（株）
機械加工 北　村　義　仁 ヤンマーディーゼル（株）
機械加工 三　俣　繁　美 ヤンマーディーゼル（株）
仕上げ 清　水　博　次 松下電工（株）
金型製作 松　居　光　宣 松下電器産業（株）
機械加工 菊　池　彰　仁 松下電器産業（株）

11年度

機械加工 平　田　修　司 ダイキン工業（株）
仕上げ 伊　藤　　　悟 ヤンマーディーゼル（株）
仕上げ 梅　田　照　昭 ダイハツ工業（株）
仕上げ 中　村　和　義 ダイハツ工業（株）
仕上げ 細　川　清　美 ダイハツ工業（株）

12年度
仕上げ 五　島　　　守 （株）イシダ
仕上げ 船　川　政　義 ダイハツ工業（株）

13年度

金型製作 岡　田　　　努 ダイキン工業（株）
鋳造用模型製作 福　井　忠　良 ダイハツ工業（株）
機械加工 高　岡　孝　夫 松下電器産業（株）エアコン社
板金 平　山　邦　洋 ダイハツ工業（株）

14年度
金型製作 小　林　　　潔 松下電工（株）
仕上げ 杉　野　幸　一 ヤンマー（株）

15年度
金型製作 奥　谷　　　隆 松下電器産業（株）
機械加工 山　本　庄　平 松下電器産業（株）
機械加工 高　橋　守　博 ＮＥＣマシナリー（株）

16年度
機械加工 清　水　武　彦 ヤンマー（株）
金型製作 中　島　英　次 （株）クボタ
金型製作 野　崎　貞　俊 （株）肥田電器金型製作所

18年度 仕上げ 川　嵜　一　栄 ヤンマー（株）

20年度
機械加工 平　塚　真　康 パナソニック電工（株）
工作機械整備 大　井　　　豊 ヤンマー（株）
板金 島　田　敏　和 （株）イシダ
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②全技連マイスター
　（社）全国技能士会連合会（以下「全技連」という。）では、ものづくりのプロであ
る技能士の中で、若者や後継者に対し、持ち前の優れたものづくりのコツや技能を伝承
する熱意のある者を「全技連マイスター」として認定している。
　全技連マイスターとは、特級、１級、単一等級の技能士で、20年以上の実務経験があ
り、優れた技能実績を持ち、後進の育成及び技能の伝承に熱心な技能士として認定され
た者であり、滋賀県ではこれまで12名が認定されている。

滋賀県内の全技連マイスター　認定者名簿
認定年度 職　　　種 氏　　名 所　　　属

平成16年度
調理（日本料理） 北　野　　　登 滋賀県日本調理技能士会
石材施工 田　中　辰　彦 滋賀県石材組合連合会
石材施工 岸　田　政乃助 全国石材技能士会

17年度
調理（日本料理） 刀　根　盛　治 滋賀県日本調理技能士会
フラワー装飾 回　渕　昌　子 滋賀県フラワー装飾技能士会

18年度
鉄工 山　口　憲　昭 （株）市金工業社
調理（日本料理） 吉　本　英　司 滋賀県日本調理技能士会

19年度
調理（日本料理） 宇　井　　　元 滋賀県日本調理技能士会
フラワー装飾 三　原　茂　靖 滋賀県フラワー装飾技能士会

20年度 調理（日本料理） 山　本　　　勇 滋賀県日本調理技能士会
21年度 調理（日本料理） 金　納　三　利 滋賀県日本調理技能士会
22年度 調理（日本料理） 中　川　　　聡 滋賀県日本調理技能士会

③おうみ若者マイスター
　若者の技能離れや次世代への熟練技能の継承は、県においても大きな課題となってお
り、ものづくり人材の育成を早急に進める必要がある。
　そこで県では、将来の「おうみの名工」を目指す優秀な若年技能者に、更なる技能研
さんを積んでもらうとともに、県主催のイベントなど技能振興活動に協力してもらい、
県民の技能に対する関心を高めることを目的として、平成19年度からおうみ若者マイス
ター認定事業を実施している。

平成22年度おうみ若者マイスター　認定者名簿
認定No 職　　　種 氏　　名 所　　　属

026 溶射工 飯　田　哲　朗 （株）シンコーメタリコン

027 ばね製造工 坂　本　貴　史 シガスプリング（株）

028 時計組立工･修理工 染　矢　泰　輔 近江時計眼鏡宝飾専門学校

029 金属工作機械工 西　川　武　徳 パナソニック電工（株）

030 造園工 水　野　　　賢 （株）熊木共楽園

031 バリスタ 村　山　春　奈 （株）クラブハリエ
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